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こ の 資 料 は 日本 自転 車 振 興 会 の 機 械 工 業 振 興 資 金

に よ る 「昭 和47年 度 情 報 処 理 教 育 に 関 す る基 礎 研

究 等 補 助 事 業 」 の 一 環 と し て 作 成 した も の で す 。
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情報鯉 技術者をaＬnteeesすることは・わが国をはじめとして髄 各動 輪 に醐 騨 を迫 ら/5

れている課題であり、そのための教育の実施については、わが国では政府等による教育施策をは
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じめ、 民間 コン ピュー タ 。メーカー、 ユーザー、 情報処理関係業者、 関係諸団体に よる各種教 育

等 、官民一一体 とな り大い に努力を払 ってい るところで あるc

情 報処理技術 者の養成確保策 の一 環 として、情報処理技術者の育成に大 きな役割を果 してい る

企業 における情報処理教 育の現状お よびその実態 を把握 し、 問題 点を明かにす ること、 また情報

処理教 育に関す る教育情報 システム(EducationalInformationSystem)の 設

計を行 ない、現状 の問題 点を明かにす ると同時に、最適な企業教育体制ヘ システム 。アプローチ

することが緊急にのぞまれているc

この報告書 においては、企業におけ る情報処理教育のための適切な教育体制を、 より客観的 に

組み立 てることがで きるように、 コン ピュータを利用 した教 育情報 シス テム(Edueation

InformationSystem)の シス テム設計を 目標 とした。 その 目的は、研修生 の受講 申込

み手続 きか ら、記録 。修了書 の発行、招集 。連絡等の 自動作成、各種統計処理、 あるいはコス ト

分析等の評価を行なえることにより、さらには教育に対する外的要因、あるいは当面の必要予測

量等を加味し、 あたえられた資材、時間、施設、講師等の教育資源を入力することによって、現

状の企業教育の問題点が計数的に評価できることが望ましい。

この ような観点か ら、本作業においては、教育システムと教育情報システムとの位置づけか ら

出発 して、教育情報システムの概念設計を行なった。 この種の問題に対するシステム。アプロー

チの例は末だ数少な く、また対象となる範囲が広汎にわたるので、今後の検討、改善にまたねば

ならぬ点が多 く残存 していることはい うをまたない。

併せて、企業における教育の費用 。効果に関する考え方を紹介 し、また、わが国の企業におけ

る情報処理教育の経費の実態を明かにした。

この研究会に参加された方々は以下の諸氏であり、 ここに深甚の謝意を表するものである。

(敬 称略、所属は当時)

阿 部 脩 ㈱日立製作所

井 上 桂 東京大学

大 津 欣 一 日本アイ。ピー。エム㈱

岡 田 雍 彦 ㈱ 日立製作所
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1 教 育 シ ス テ ム

1.1.教 育 の シス テ ム 化

教育あるいは学習とは、人間の諸活動の中でも最も基本的な行動のひとつである。 しかしその

結果の評価は、人間の環境、世界観、価値観等に大きく左右される性格の ものである。 このこと

は、教育活動をひとつのシステム活動 として抱えようとする時、最初に直面する大 きな問題 とな

るものである。さらに、一般に教育とは、単に知識を与えるだけの行為でなく、教育される者の

人間性までにも関与した行為であるとの認識が強瞭。 この認識は決 して否定されるべきものでは

ないが、だか らといって教育の分野に合理化、あるいはシステム化を進めることを拒否する理由

にはな らない。

す べての シス テムがそ うで ある ように、 あるシステムが、他 のシステムとは異左 った特 性を持

つものである とき、 そのシス テムを構成す るすべての要素 が、他 のシステムの要素 ど異なった も

ので ある とは限 らなレ、

ある シス テムの特 性を決定 してい る要素は、その シス テムを構成 している多数の要素 のうちの

一部分の もので あり、ほ とん どの要 素は代替可能、 あるピは他の シス テムの要 素・と共通 である場

合が多い。

つま り、教 育活 動をひ とつのシス テム活動 として把え ようとす るとき、。すべて・を拒絶 する前に、

他のシス テム、 例えば企業におけ る生産 システム、販売 シス テム・等 と比較 し、.教育 システムの特

性を決定 してい る要素は何か、いかな る要素が教 育 システムにおい て最 も特 性づけ られ るもので

あるかを明確にす ることに より、教 育の システム化 に対するひとつのアプローチが得 られる よう

に考え られ る。 この試案をまとめるに当っては、かかるアプローチをとか 教 育 システムを何 ら

特殊な もので ある とは認識せずに、先ず可能な限 り一般的 システムへの接近法 を採ψ なが ら、一

方、教育が持つ特殊 性については、無理 に一般論の通用を試みる よう.なごどをせず、B・1.ack

Boxと して扱い、最終的には人間の もつ決定 。判断能力に任 せる方針 を取った。・,」

教育 のシステム化に際 して、 まず検討されたことは、 企業 内の諸 システムvあ るい は一般的な

工学的 シス テムに見 られ る ような制御(Contro1)系 を もつ シス テ ム 。パ ター ンが適 用

可 能 か 否 か とい うこ とで あっ たc

そ こ で明確 に さ れ な け れ ば な らない こ とは、 シス デ ム化 す べ ぎ対 象 で ある教 育活 動

の レベ ル で あった。 つ ま り、 学 習 者 と教 授 者 とで構 成 され る教 育活 動 の シス テ ム化 な

のか、 あ るいは 、 教 育 計 画 や、 教 育事 務 等 の 間接 的 活 動 ま で を含 む、 よ り:広範 囲の ニシ.
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ステ。化なのかということであ鳶 あ 繰 垣 こ;三㍍表 明磁 区肌 、前者の醐 を「搬 活

動」、後者の活動を 「教育活動」 とした。

教授活動のシステム化と教育活動のシステム化とでは、制御シズデムゐ も1つ特性が全く異在る。

つるリベ広義誘教育活動を目的とす るジメテムにおいて嵐 教育活動の目的も、活動評価基準も

比較的具体的に記述 し得るものであるが、狭義の教授活動を目的 とするシステムにおいては、ぞ
イ へ

ヘマ メ ニペ ノ

あ目的、㌧評価基準が抽象的、かつ多値にわたり、主観的であり、記述することも処理基準としで

シズテ云に:紐送む乞ども容易ではない。"

"づまグ
、教 育活動は企業、'あるいは組織に油ける他のシステムと同様に、教育システムを含む

上位お ジ云デごの 自酌 との整合性をもつもので左げればならないから、'共通のシステム評価基準

としてのコス ト・パフォーマンスでまず評価されるものである。 これに対 し、教授活動はそめ活

動 特画 らじそ渡 供する教育の正当性、あるい鋤 用で評価されるものである。・

::加 鑛 に轟 ては 「錆 活動 ・ 「教授瀕 」の計 れへも敬 し鰍 その方針の概略は

次に述べる通りである。:

1.2.シ ス ÷ ム'化 の 方 針ttt;'tt/

教育活動 とは狭義の教育活動とそれを支援する教育開発活動、あるいは間接的な計画活動、

管理活動等がら構成される広範囲左活動である。教育活動を構成する下位の活動は次のように考

えるとどができる。・・'

'教 育活動'

二i")一 一{1二 叢 ・'
'
直接∵間接の教育活動を含む、広義の教育活動の目的とするころは、外的環境から出される要

請に最大限に合致 レ かつ費用 。要員を最小限にとどめることにあろ う。つまり、教育システム

旗1ごL蛾 合致 じ繊 育ザ ビスを用意し、提供するシステムと考えることができる。

1・ ぷ'1・tt、'・,,1・ ニ

パ ・㍉ 一 揮 ≡一ズづ う 教育塑 テム.描 サービス ,

'-t4一

し
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教 育 シス テムを教育 サー ビスを提 供す るシステムとして考えた と一き・、ミ'教育二[ズ の多様 性お よ

び、'そめ静的把握 あ困難性と、 提供すべ ぎサニ ビズ の対応 性と'がジステ 己化 の最 も重要 なポイン

トとlt6で あろうごそじて;教 育シスデ垣 横合1ば －tt'fを把針 る機胞 轟 ゲ 。ス'を準

備する臨 サー・スを実施する蹴 実施をΨ ・一 ルする機自良 後編 ⇔ ん

教育三一ズの把握

教育活動管理

,教育 一ズ 教育資源'教 育サニ ビス

第1図 教 育システムの機能展 開

磯 ・・,一 、・ 弍

1.2.1.教 育 ニーズの形態

教 育ニーズは具体的な要請 として シス テムに提示される場合 もφるが、 多 く¢～場合直接 提示

される こと よりも潜在化することの方が多い、そ こで、教 育システムは受動的 にニーズ を受け

取るのみ でな く、積極的にニー ズの調査、教 育サ ー ビスの必要 性の動向を調 査する機能 を持た

左ければな らない。'

精勤 理教育に関して、教育ニーズのパタ二 筋 類すれば 大別して痴 よう已 類する

こ と が で きる 。

。 基 礎 的 定 型 的 教 育 ニ ー ズ

。 専 門 的 定 型 的 教 育 ニ ー ズ

。 専 門 的 非 定 型 的 教 育 ニ ー ズ .・ 、・ ・

(1)基 礎 的 定 型 的 教 育 二 ・・1・ズ ー'・:'t・"・-t

プ ロ グ ラ ミン グ言 語 教 育 の よ う に、 学 習 者 の 従 事 す る 業 務 の 特 性 とは 無 関 係 な 共 通 性 の あ

る教 育 サ ー ビス の と':'ズ6""'tt∴ ㍗'1'''"ご 二t'一

'-5'一



(2)専 門的定型的教育 ニーズ

システムの設計技法、 あるいはシステムの最適化技法のように、 ある程度三考訂 ンの標準

化できる技術に対するニーズであり、基礎的定型的教育の後に実施されるぺき教育である。

(3)専 門的非定型的教育ニーズ

問題解決の能力、 あるいはシステムの目的要件設定のための能力などを育成するための教

育へのニーズであり、いわゆる机上の座学のみで、定型的な知識の附与を図っても効果の得

られ難いものである。 このような教育の最良の策は、直接問題(ケ ース)に 直面させ、自力

で解決策を見い出すよう左訓練をくり返えすことが必要である。(ケ ース 。スタディ)

ぺ

-♂

1.2.2.教 育 サー ビスの形態

教 育サ ービスとは、教育 シス テムが学 習者に提供す るもので次の ような要素 で構成される も

である。

教育 ㌃ ・スー{・ ウ・セ リ・グ・ ・ リ・・ ラ・・ インス トラクシ ・ン凄 林 教則

(1)カ ウ ンセ リング

学習をどの ように進めた らよいか、 あるい は学習者に学習 目的 を明確 に持たせるように動

機づけた り、 あるい は学習計画の設定 をす る援助行為である。

(2)カ リキュ ラム

学 習者が学習 を行 な う対象を、順序づけて配 列 した サブジェク ト(学 習対象)の 集合 をい

う。

(3)イ ンス トラクシ ョン

数示 とも呼ばれ るものであるが、教授者か ら学 習者 に示 され るもので、 ある場合は直接知

識をインス トラク ションとして与える こと もある飛 また別 な場合には学 習者 の行動結果に

たいす る評価である場合 もある。

インス トラクシ ョンの提示方法 には次の ようなものが ある。

。 教授老に よる集団講義

。 教授者に よる個別講義

。 自習テキス トに よるもの(プ ログラム学習方式)

。 コンピュー タの援助に よる もの(CAI(後 述))

(4)教 材..、

学 習活動 の対象 となるもの、 あるいは学習活動 の進行を制御す るもの。具体的に は次のよ

信

ξ
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ら

・も

ような ものがあるた

。 テキス トあるいは 自習書

。 参考文献'

。 問題 あるいは ドリル

。CAIプ ログラム
t;t

(5)教 具

学習活動 あるいは インス トラクシ ョンの効 率を上げるために用い られ る器具 設備 である

。 ス ライ ド、OHP(オ ー バー 。ヘ ッ ド。プロジェクター)、VTR、EVR、 映 写機

テープ 。レコーダー等

。'CAI機 器

。 レス ポンス ・アナ ライザー等

。 実習用機器

。 コンピュータ

。 電子 式卓上計算 機

・ 端末機器 等

。 教室、討論 室、演習室、機械室等

つま り、 これ らの要素の組合わせで、幾通 りもの教育 サー ビス を創 り出すことがで きるの

である。

釦

●

L2.3.教 育 サービスに対する需要

学校(・ 」＼ 中、 高校、大学等)に おけ る教 育サー ビスお よび、学校以外の教育機関を含めて、

教育 サー ビス に対す る需要の動 向をどの ように考えた らよいで あろ うか。

この試案では、 定型的学校教育 を終了 した後 の、いわば高度な教育サー ビスを提供する シス

テムを想定 してい る。 したがって、そのための教育 サービスに対す る需要のモデルを、学校教

育 におけるそれと比較 し、 その特 性を抽 出す る必要 がある。

(1)基 礎 的定型 的教育サー ビスへ の需要

学校教育 におけ るような基礎的定型的教育サー ビスに対す る需要は、未学 習者の人口に比

例す るもの と考え られ、 また個 々の学習者につい ては、 自己の もつ潜在能力(ポ テンシャル)

と需要の関係 は次の ようなもの となろ う。
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需 要

ポテンシャル

ポテンシャルが高 くとも、技術革新により、相対的にポテンシャルは低下 してくる。技術

革新によるポテンシャル 。ギャップは当然 新㌧い教育需要を創り出すものとなろうが、学

校教育等においてはそのギャップに対する教育サービスを供給できるとは限らない。むしろ

このギャップは学校教育終了後の高度な教育システムにおける定型的教育サー ビスへの需要

として持ちこされるものと考えた方が妥当であろう。

(2)専 門的非定型教育サービスへの需要

専門的非定型教育サービスは、定型的基礎教育で一定のポテンシャルを得た後に、さらに

そのポテンシャルを増加させるために提供されるものである。

専門的非定型教育サービスへの需要は学習者の個人的動機に基ず く需要と、学習者の位置

する社会からの需要 とに分けることができる。

(a)個 人的動機に基ず く需要

これは個人の持つ知識への相対的左慾求意識とか、知的充足要求によ・る場合と、所得収

入の増加、機会拡大を目的とをする場合とがあろう。つまり、個人的動機に基ずくものは

貨幣的な利益を狙うもの(後 者)と 、・それ以外の利益を狙うものC前 者)と か ら構成され

ると考えてよいであろう。一

(b)学 習者の位置する社会からの需要 ・

学習者の位置する社会(企 業等)か ら、その学習者個人に対 しそ提供される教育サービ

スとして発生する需要は、その学習者個人に対 しそ一定の役割なり、 機能を果たすことを

「 ㌔社会が期待することに基ずいているδ

つまり、企業組織等の社会は、その構成員たる値入に対して、その企業組織内で一定の

能力を発揮し、企業 目的等の社会的目的達成のために働 くことを要求している。
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したがって、教育はあくまでも社会的 目的達成のための手段として考え られるものとな

り、教育サービスに要する費用、および学習者の社会における稼動率(avanabilit9

に一定の限界をもった需要となるこ一とは当然である。 ここで社会における学習宥め稼動率

とは、学習者が学習に費す時間と、社会内で社会目的(企 業目的)の ために実働している

時間等との比である。 ㍉

実 働 時 間

学習者稼動率

学習時間十実働時間十その他

＼

＼

＼

＼
＼
＼

一
教育。学習時間

も

/

費 用

艮界収益(教 育による)

〈ト一 一 一 一 ー ー一 一〉

第2図 企業組織等における教育サービスの限界

一 ・9一



1.2、4・:理 想的教 育サー ビスの追求

1.2.2.で 述 べた ように、教 育サー ビス を構成する要素は単 にインス トラクシ ョンのみではな

く種々の要素の組 合わせ である。 これ らの要素の組合わせ を決定す るものは、学 習者の もつ教

育ニーズ、 および学習 者の所属 する社会組織か らの二←ズである。

理想的教 育サ ービス とは、 これ らのニーズにで きるだけ合致 した教育サー ビス を適切に提供

で きることである。

教育 サー ビス を構成す る要素で最 も重要な要素は学習の対 象となるカ リキュラムであり、 こ

の要素の整合性が最 もサー ビスの整合性 を決定 する もの といえ る。

そ こでこの試案におい ては、理 想的サー ビス を追求 するために次の ような検 討を行な うことと

す る。

。 カ リキュ ラムの整合 性を確保す る方式

。 カ リキュ ラム を効率 よく実施 する方式

(1)カ リキュ ラムの整合性を確保す る方式

カ リキュ ラムとは既 に述べた ように学 習すべ き対象(サ ブ ジェク ト)の 順序ずけ られた

集合で ある。 したがって、本来 は学習者別 に設定 され るべ きものであるが、 カ リキュラム

の実施上あま りに多様 化す ると運用不可能 あるいはコス ト高 にな ることか ら、多 くの教 育

機関におい ては、 予め固定的、画一的 カ リキュラムを準 備 し、 その カ リキュラムへ一群の

学 習老 を押 し込む方法を取 る傾向があるcそ こで ガリキュ ラムを学 習者に対応 して準備す

る ことか ら発生す る様 々な障害を取 り除 くことを考 えなければな らない。

まず、 発生す る障害 について考えてみ ると、

(i)学 習者別の カ リキュ ラムを準備 する費用、時間的オーバー ・ヘ ッドが大 きくkる 。

Oi)学 習者別に カ リキェラムを実施する上で、 資源の競合が起 り、 よ.り多 くの資源を必要

とする。

⑩ 学 習者別 の カ リキュラムを設定するためには、 学習者につい てよ り多 くの情報 を必要

とする。

そ こでこれ らの障害 を最小限に とどめるための方式 について次のような ものを考えてみたい。

(i)カ リキュラムを よb詳 細なモ ジュールに分解 し、教 育 システムの管理単位をモジ=・一一

ルとす る。 つ ま り資源 の割 りつけ 、進行 の管理 を カリキ ュラムか らモ ジュールに詳細化

する。 この ことに より、 カ リキぞ ラムの変更、 多様化時の メンテナ ンス 。オーバー ・ヘ

ッ ドを少 な くで きる。
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(H)学 習者に対応す るカ リキ=.ラ ムを準備するために、学習者な どか らの=一 ズに合わせ

て動的に(ダ イナ ミックに)カ リキュラムを編成で きるような機能 を用意す る。

6iDカ リキュラムを動的に編成す る機能 として、 アル ゴリズ ミックな機能 には限界 がある

ので、 ヒュー リスティ ック機能 と して人的機能に よる方法 をとる。 その人的機能 として

カウンセラーを確保す る。

情報 システムは この カウンセラーの業務 をサポー トする。

{∪ カ リキ ュラム実 施に伴な う資源の競合 を防 ぐ方法 としては、 ひとつは、資源の管理 を

充分に行 な うこと、資源ス ケジュー リングを充分に行な うことであ り、.他 のひとつは、

資源に対応 して カ リキュ ラム実施をス ケジュールす ることである。 つま り、学 習音別の

カ リキュラムであって も学 習者の任意 で実施す るとは限 らない。 実施にづい ては資源 の

使用状況 と合わせ てス ケジュールするよ うにす る。

(V)学 習 者別の カ リキュ ラムを編成するために必要 とされる学習者の情報については・学

習者情報 として、 シス テムにデー タを管理させ、必要 に応 じて問合わせ、検 索で きるよ

うにする。

(2)カ リキュラムを効 率 よく実 施する方法

学習者 に対応 して用意された カ リキュ ラムを実施す る上で最 も問題 となる ことは、,資源の

競合である。 既に述べた ように資源 を優先 してカ リキュラム実施をス ケジュールすること

に よって競合 をある程度防 ぐことがで きるが、その結果、学習者が長 期間 「待 ち」 の状態

に置かれ る恐れが ある。 そ こで資源 の うち最 も競合が予想される ものは、教授 者(イ ンス

トラクター)で あるか ら、 この 「待 ち」 の状態 を最小化するように、 プログラム学習法、

CAI等 に よるインス トラク シ ョンを最大限に利用す る方法 をとる必要が生 じて くる。

また学習者は、 ひ とつの カ リキュラムを完了するまでに は、い くつ ものモ ジュールを通

過することにな り、 したが って何回かに分けて教育機関へ通 うことになるので、企業教 育

等 においてはむ しろ平均的な稼動率 を高 める もの として歓迎され るもの となろ う。

1.2.5.カ リキュ ラムの動的編成 ・、

ニーズに合致 した教育 サービスを提供す るためには画一的な集合教育に よって既成 カ リキュ

ラムを押 しつけ る方法 では限界が ある。 つま り、定型的な基礎的教 育におい て、 ニーズ よりも

.一 定水準 にまで学習者の レベルを引 き上げ るごとを目的 とする場合には、 画一的 な集 合教育 で

充分で あるか も知れないが、教 育内容 が専門的な分野にたかまるにつれて、 ニーズに合 うよう
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に カ リギュラムを編成 してオーダー メニ ドの カリギュ ラムを個別に実 施す ることが必要 とな ろ

う。

ミオぷ

ニーズに合 致すべ く動的 に カ リキュラぶを 編成する方式を検討する上 で考慮ナベ き点ほ次の

ような もの で ある。

。 個別 カ リキュラムを編成す るのに要する時間 ・労力のオーパ ニヘ ッ ドが太 きレ、

。 カ リキュラム編成 に客観的 左手順 を設定で きるか。

Vb"カ リ
キtiラ ム編成か ら、 それ に基ず く実施に移行す る段階 で、 実施側に準備等のオー バ

ーヘ ッドが どの程 度必要かc

。"す べての教 育サー ビスに対 して カリキュラムを動的に編成す ることは得策でない。 そ こ

'でどのようなニーズをその対象 とするのか。

。 カ リキュラムの動的編成 の体制を維持す るに要す る費用 は、 どの程度のものか。

(1)カ リキュラムの動的編成の方式 .

カ リキュラムの動的 編成の方式 は次の ような もの である。

(Dカ リキ ュラム 。モ ジュールの設定

(ii)ニ ーズの記述

⑩ カ リキュ ラムのサブ ジェク ト構成の決定

(V)構 成 されたサブジェク トの各 々へ のモジ=一 ルの選択

(∪ カ リキ ュラムの修正

「

6

●

一一12-一
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△ ニ ー ズの 記述

/莚 ㌫ た
一 →

ニーズ

レディネス等

学習者の情報

サブジェク ト構成 の

.決定

1

戸
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一

一
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一
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第3図 、別 ㌔ ラム⑱ 的編成⑳ 裸(1)



学習者

ま
ニーズの記述

教 育

履 歴

モジュール

群

カリキュ

ラム

学習者

一"一・一一一 一"-1),1

定型化された

ニーズ

↓

＼

サブ ジェク ト構成の決定'

カ ウ ン セ ラ ー

レデ ィネス等 の把握

カ ウ ン セ ラ ー

＼

ド ぐ

「

人

事務担当者

モ ジュールの選択

カ ウンセ ラー

③↑デ湯

教材教具等手配指示

レ ッ・ス ン 。プ ラ ン 策 定

第4図 ・カ リキェラムの動的編成の流れ図⑪
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② カ リキュ ラムのモ ジュール設定

カ リキュラムの動 的編成 を実施す るためには、 カ リキュラムの構成要素をモ ジュール化

しておい て、 編成段階で各 モジュールの選択を行ない ひとつの体系的 カ リキュラムに 作 り

上げ る ことがで きるよ うにする方法 を取る。

カ リキュ ラムの構成要 素(サ ブジェク ト・)をモ ジュール化することに よる利点は、

。 ニーズに応 じて多様 化す るカ リキュ ラムに対 して、 カ リキュラム開発労力の重複投資 を

避けることがで きる。

。 カ リキュラム編成段 階でひとつ のサブ ジェク トに対 して、い くつ もの代替モ ジュールを

もつ ので最適 カ リキュ ラムを達 成 し易い。

。 教 材教 具等の開発 もモ ジュール化されるので、開発に対するオーバニヘ ッド、開発 費等

を削減 で きる。

一方 カ リキュラムをモ ジュール化す ることによるディ メリッ トは次の ようなものである
。

。 モ ジューールは特定 なニー ズを対象としない汎用の ものとなるために、学習内容が一般論

的になる。

。 モ ジュール間の結合条件、 インターフェースがむずか しくなる。

。 モ ジュールその ものの開発は比較的容易 と在るが、モ ジュールの設計、 と くにモ ジ三一

ル間 の関係の設定は非常に むずか しい作業となろう。

矢
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(3)カ リキュラム 。モ ジ=一 ル

カ リキ ュラ込 。サブ ジェク トを実際に構成させるた めに選択される教育サー ビスの単位

であb、 ひ とつ の ザ プ ジ ェ ク トを 達 成 す る た め に ひ と つ あ るい は、.2つ 以

上 選 択 計 る・ モ ジ ・ 一ル は・ そ σ実縦 して・ 次 の よ うな もの か らぶ

構 成 古 れ'るU3.1・,

。 学 習 項 目 お よ び 時 間

。 教 材
_:t・t・1・!『.・ ∴ ・

。 イ ン ス ト ラ ク タ ー

。CAIプ ロ グ ラ ム

そ し て 、 モ ジ ュ 一輪ル は 次 の よ う な バ リ エ ー シ ョ ン を も つ も の で あ るc,1:、 ・,, ,..

。 学 習 者 レ ベ ル 別 ,・ 『 ・・、.、,・一… 一 一 。, .・・い:・ ば,

。 レ デ ィ ネ ス 。レ ベ ル 別 .・
.、 ・..バ ∵ 、

。 学 習 目 的 別-
、 ・.、 ・:.・ ・/・.:・.;1:{t.

。 所 要 時 間 別.・ 、 ・ …:き

モ ジ ュ ー ル は 学 習 内 容 等 を 記 述 し た 実 体 部 と モ ジ1ユ ー ル そ の も のS属 性 を 記 述 し た 識 別 部

と か ら構 成 さ れ る 。

モ ジュー ルIp:・ × × × ×

モジュール識別部

学 習目的:

学 習老 レベル:,

モ ジュール所要時間:

モ ジューノ・実体部

インス トラクタ名:
・使用教材:Na -,

学 習内容(時 間)

(一)

(一)

(一)

CAIプ ロ グ ラ ム

イ ン ス ト ラク タ ー 。 ガ イ ド:NO

第6図 カ リ キ ュ ラ ム ・モ ジL'一 一'ルの 一 例
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(4)モ ジ=一 ル 識 別 部

モ ジ ュ ー ル を 選 択 す る に 当 っ て 着 目す る部 分 で 、 選 択 条 件 の キ ー の 部 分 と な る もの で あ

・ る
。 ・ ・'・i/・1

(5)モ ジュー・嘆 体 部

学習者、教 授者、 あ るいは教 育事務 担当者に指示すべ き教育サー ビス内容 を記述 したも

ので、教授老 はレッス ン 。プラン策定に、学 習者は学習 内容お よび指示 を看取するために、

また、教 育事務担当者は、 教材準備、 教具手配等のために、それぞれ、 参照 されるもので

ある。

4

、

.
▲G

1.2.6.CMI,CAIの 導入

CMI(CompuCerManage・dInstruction)は 、 学 習過程 をプログラム化 して

おいて、学 習者が 自己の能力に合わせて インタラクテ ィブに個別学習 を遂行す るCAI(

(ComputerAssistedInstruetion)と は異 な り、 よb広 範囲に、学習者の 目

的達成 を授 勒す るものである。

つま り、 直接的な学 習過程だけを対象 とす るだけ でな く、 カリキ ュラムの選択か ら、教授者

による教 授活動までを含めて コンピュータに よってマネー ジさせ ようとす るもの である。

学習者の もつ学 習 目的 あるいは教育 ニーズを達 成 して こそ初めて、教育サー ビスが価直 を認

め られ るものであることか ら、 千差万別のニーズに合致するサー ビス を対応させ るためには、

何 よりも、 まず二二ズ とサー ビス実施機能 との間におけ る連結、 コ ミニュ ケーションが強化さ

れなければな らない。CMIは この コミニュー ケー ションをサポー トす る ことを最 も基本的 な

達成 目標とす るもの と考 え られる。

したがって、CMIに お けるコンピュータの役割は教授活動 あるいは学 習活動 におけるアル

ゴリズ ミックな要素 を分担 する もの ではな くて、デー タの蓄積 。検 索お よび伝達機能な どのデ

ータ管理 機能を中心 とした コミニュケー ション ・ツールとしての役割 が重視 される ものである。

、鍍

`
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CMI』

指 示 ギ 方 針 、・タク チ カル ・。デ ー タ

学 習者 教 授 サ ー ビ ス 教授者

.秒

「●

]
行 動

制 御

CA,1.

学 習者

第7図CMIとCAIと の 差異

一 方CAI(ComputerAssistedInstruction)は
、 学習活動 を学 習者の レ

デ ィネスお よび学習能力に合わせ て個別に実施 できることを想い とす るもので、学習者 の示す

学習行動 を逐一評価 し、.制御 する ものである。

したが って、CAIに お け るコンピュー タの役割 は評価アルゴ リズムを実行す る機能 としてで

』
.ある。CAIの 最大 の メリットは教授者1人 に対 してN学 習者複数 といった集団教 育の場にお

いて も、個別学習 を可能 にする点であり、教授者 の数 がネ ックとなるような教 育システムにお

いては、教授者の代替的機能を果す ものであり、教育サー ビス実施に際 しての資源利 用率をた

かめ るこ とができる もの である。 それに対 してCMIは 直 接的に教授機能 を代替す るものでは

ないので、教 育資源の利用率向上 に寄与す るものではない。CMIは む しろ教育 システムの最

適化の機能 を実施 する ものである。

CMIとCAIは 発 想s目 的 を異 にする もの であるが、決 して排他的な存在ではな く・教

育 システムの コス ト。パフォrマ ンス向上のためには両者 が有機的に組合 わされることが必要

と考え られ る。

この試案におけ る教育 システムではCMIお よびCAI等 の ツールを教育 シ.ステムの目的を:

一19一



達成するための最 も基礎的な要素と考えた。

1.5.教 育 シ ス テ ム の モ デル

1.3.1.学 習者 と教 育 シス テム

教 育 シス テムは既に述べ たように、 直接的 な教授活動 と、間接的な教育活動 とが組合 わされ

た シス テムである(

教 育 システムの使命 は、学 習 目的 をもった学習者に対 して、学習すべ きカ リキュラム、適 切

ひち

な インス トラクシ ョン(教 宗)、 適切な教材 ・教具等お よび学 習の場等か ら構 成され る教育サ

ー ビス を、学習者の学 習 目的に合わせ て提供することである。

つま り、 この試案におけ る教 育シス テムにおいては、学 習者自身が積極的に行 な う学 習活動

を援助す ることを シス テムの目的とす るものである。 これは、学校教育 の ような基礎的定型的

教育を終了した後 その延長上に設定される専門的非定型的教育(高 等教育、企業教育)を 実

施するシステムを想定するからである。

したがって、学習者は既に一定のポテンシャルを持づた人間であり、彼等が生活する社会、

組織とのか 〉わり合いの上で明確に要求さ在る使命を実施するために 学習に対する明確な目

標をもつものである。また学習者は学習結果を具体的な形で実社会とのかyわ り合いの上に反

映させなければならないし・学習年対して割当てられる時間 費用も社会組織から何らかの形で制約を

受けるものである。学習者bよ 曝 .令組織と教育システムの関係は第8図 の通bで ある。'社 会向上'

,/.教 育サービス・二一ぞ 技術革新 ・・1、

、
、
、
、
、
、
、
、

学 習 者

教育サー ビス 。開発 ニーズ

ン 〆

使

/
/
/

/
/
!

第8図 学習者および社会組織と教育システムとの関係
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1.3.2.教 育 シス テムの達 成 目標

教 育活動 の シス テム化を達 成す るた めにこの試案では、 教育 システムの 目的を次の ように設

定 した。 ・ 一'・'

。 ニーズに合致 した教育サービスの提供

そ して この第一次 目標 を達成す るために設計時に考慮され るべ き二次的 目標を次の ように設

定 した。

○ 教 育 シス テムは関係 をもつ他 のシス テムの変化に適応で きる自己形 成機能 をもつもので

あること。

(i)ニ ー ズを調査す る機能 とニーズに対応 した教9サ ー ビス を編成す る機能を もつ こと。

(‖)新 しい ニーズに対応 で きるようにサー ビス開発 を絶 えず行 な う機能 をもつこと。

⑩ 教 育 シス テムの サー ビスを受げ る学 習者について、その学 習者が教 育システム外にいる

場合 におい ても、そ の学習者の情報を収集 し、 ニーズ分析、最適サー ビス提供のためにそ

左える機能 をもっ こと。

{、)教 育サー ビスの正 当性、 効用を評価するについて、 客観的 な評価基準を もつ ことははな

はだ困難 である。 またサ ー ビスの正当性、 お よび効用は学 習終了時に問 うべ きものでな く、

修得 した学 習結果 が教 育 シス テム外部で長 期的 に寄与 した度 合いで評価されるべ きである。

そのための学習終了後 の学習結果の効果について も継続的 に追跡で きる機能を もつ こと、

また評価 その ものは人的機能によ リヒュー リス ティックに行 なわれるべ きもの である。

○ 教育 システ ムは、 企業 あるいは組織内の他 のシステムと全 く独立 ではな く、 企業、 組織

の 目的 との整合性を もつ もので ある。 した がって、教 育シス テムの資源の有効利用、 コス

ト。パフォー マンスの追求は他のシステムと同様 にチェ ックされる ものである。

1.3.3.教 育 シス テムの機能構成

教 育 システムの機能構成を大別 して次の ようなサブシステムの構 成で把握す ることがで きる。

o

o

o

o

o

(1)

教育計画サブシステム

教育管理サブシステム

教授活動サブシステム

教育開発サブシステム

教育活動分析評価、サブシステム

教育計画サブシステム

一21一
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教 育 サービスに対す るニーズお よびその需要動向 を調査 し、 どのようなサー ビス を供給

すべ きか を計画す る。 また、 それに必要な予算 および教育資源の手配 を行 な う。

さ らに、教育 シス テムの目的達成の度合 を評価す る 「教 育システム業績評価基準」 の設定

を も行 力 う。

教 育 計 画
動

価

活

評

育

析

教

分

a

ま
マ

ー 一 一 －r-一

教 育 教 育

活 動 資源

管理 管理
一 ー 一

「 　一 ↓
"層教 育 開 発

'
,メ 「

第9図 教 育 シス テムのモデル

(2)教 育 管理サ ブシス テム

教育 シス テムの目的達成のために、教 育計画 で設定されてい る計画に従 って、教育活動

と教育資源 を管理す る ものである。

ここで教 育活動 とは次の よう左 ものを よぶ。

。 教 授活動

。 教育開発活動

また教育資源 とは、 次の もの をい う。

。 教授活動実施に必要 な教材、人、 設備 等

一22一
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。 教育開発に必要な教材、人、設備等

(3)教 授活動サブシステム

直接的な教授活動を行なうものであるが、直接的教授活動をサポー トする活動も含まれ

る。教授活動を構成する諸活動には次のようなものが考えられる。

o

o

o

o

0

4

教授活動準備

直接教授活動

カウンセ リング

カリキュラム編成

学 習者管理

教育開発サプツス テム

教育 システムが求め られ るニーズに対応 できるように、教 育サービス の構成要 素の開発

を行なうものでカ リキュラム 。モ ジュールの設計、お よびその実施に必要 な教 材、教具等の

開発 さらに教授者への知識 サービスお よび研修等 を行な う。

(5)教 育活動分析評価 サブシステ ム

教育活動全般の実績 を集計 し、教 育活動の効果 を測定 する。 さ らに効果 。費用分析 を行

ない教 育活動の評価を行な う。

また、教 育計画設定 をサ ポー トす るために諸活動 の実績お よび、教 育サー ビスの需給の

実績か らそれぞれの傾 向を分析 し報告す る。

サブシステムの機能構成

教育 シス テムのサブシス テムは各 々次の ような機能で構成される。

(1)教 育 計画 ヴブシス テム

o

o

o

o

o

教育市場調査

教育サー ビス需要予測

教育サービス供給計画

教育資源手配計画

予算計画

(2)教 育管理サブシス テム

。 教 育資源管理

。 教授活動ス ケジュー リング

。 教 育サー ビス 。デ ィスパ ッチング

一23-,



。 教授活動進捗管理

。 教育開発管理

(3プ教授活動サブγステム・

o

o

o

o

o

教授活動準備

直接教授活動

一 講義(レ クチュア)

一 学習活動制御

一 学習成果管理

カウンセ リング

カリキュラム編成

学習者管理

'一 学習者受入れ

一 学習者招集

一 〇JT追 跡

一 学習者情報管理

ω 教育開発サ ブシス テム

。 カ'ザギニ ラ返 ・/モジュールの設計/作 成

。 教材開発

。 教具 。教 育技法開発

。教授者に対す る指 導/オ リエンテー ション

(5)教 育活動分析 評価 サブ シス テム

。 教育活動の実績集計

。 費用 。効果の分析評価
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教 育 γ ス テ ム の モ デ ル(機 能 関 連)

i

コ調 査
、予測

供 給 計 画
～

∨教鱈 一[三 五剥
＼

ヨ

予 算計 画

/

ー

教育資源

手配

一

教育 資源

管理

↓↓こ＼
教 育サー ビ
ス活動 ディ

スパッチング

ス ケジュー カリキェラム

リン グ 編 成

v

教 授 活 動 学 習者情報

準 備 管理
一

進捗状況

管理
< 教 授活 動

/'↓

学 習成果

管理

、〆

← 教育活動

実績集 計

業績 評価

基 準設定

臼 効 果 費 用

分 析 評 価

学 習 者

招 集

OJT

追 跡

学 習

受 入

～

第10図 教 育 シス テ ムの 機能 関 連 図
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一
2 教 育情 報 シス テ ム

●

2.1教 育 シ ス テ ム と教 育 情 報 シ ス テ ム

教育 システ ム(EIS=EducationInformationSystem)は 、 前述の よう

な主 として人的構成要素か ら成 る教育 システムをサポー トす る情報システムであり、教育 シス

テムの各要素 における人的機 能に対 して、 適切な情報を 提供す る こ とを 目的 とす る もの で

ある。

秒

2.L1.EISの 要 件

この試案において、EISの 要 件 として、 次の ようなものを仮定 した。

(1)企 業 内教育、 あるいは公共的教育実施機 関におけ る情報処理教育に関する、EISと す

る。

(2)い ずれ の教育機関におい ても導入、実施が可能 な ように汎用性、柔 軟性をもたせる よう、

モ ジュール構成のシステム とする。

(3)EISの 実 施に関 して、使用するコンピュー タについては特定なものを想定 しないが、

現在の商用 コン ピュータで標準的に備えている機能 を基礎 とする。

(4)EISの サ ポー トす る範囲は教育サブシステ ムの全 面に及ぶが、次の ように分類する も

の とす る。

O教 育計画サポー ト

o教 育活動管理サポー ト

o救 援活動サポー ト

0教 育開発サポー ト

0教 育活動分析評価サ ポー ト

2.1.2.EIS設 計 の 基 本 的 思 想

既にEISの 要 件 で も述べた ように、 この試案におけ るEISは 、いかなる規模の教育

シス テムにおいても導入可能 な ように、汎用性、柔軟 性を もたせることを基本的な設計思 想 と

して いる。また一 方、一度導入 した システムが、その後のデー タ量の成長、あるいは使用条件

の変 更が起った として も、充分それに耐え られる ように、 システムの拡張性お よび保全性につ

いて も充分な考慮 を払 うもの とする。さ らに、 これ らの目標が、EISの 応 答性 を犠牲に して
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鍼 されることのない、う議 忌垣 嬢 元瀦.三 パ;二

そのた めに、EISは 次 の点を配慮 した。

(1)デ ー タを処理 プロセスか ら切 り離 し標準めラ茅二 ∋㌃ 皐セ シズ テムに一元 管理 きせる。:'

(2)処 理 機能 として業務オ リエンテッ ドな定型的 だものは ザブシステムeモ ジ=一 ルとして確

戻 したか 、多目的な共通機能は業務か ら独立 して共通主 ジュー ル として確保 した。

㈲ シズ テム;がもつべ き最 適化め機 能につい『ては、・アノt三巨 リズ ミッグな ものは極力避け1

シ ステ ムと利用者の イン タラク シ ョンをサポー トし、 ヒュー リステ ィックに決定できるよう

にす る。

最 的 設 計 ・ 『"

機 能的なモジュール化 デー タお よびハー ドウエア

の独立性

令

@

4

第1・1"・図,EIS設 計の基本 的思想
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2.2,EISの 基 本 的 機 能 構 成

EISはES(教 育 システム)を サポー トす る直接的機能 と、EISそ の ものをサ ポー トす

る機能とから構成される。 前者はEISの トランス ミッシ ョン部分 であ り、EI'Sプ ロパー と呼

ぶ ことにす る。 また後 者はサポー ト部分で あることか ら、EISサ ポ]ド と呼ぶ ζとにす る。

第12図EISの 基本的機能構成

2.2.1.EISプ ロ パ ー

EISプ ロパ ーは、直接的にES(教 育 システ ム)を サボ三 トする機能の集合体 であ;り、

ESを 構 成す る機能に対応 し次の よ うなサ ブシステ ムか ら成立つ もめである。

Φ

ρ

O

O

O

O

O

教育計 画サポー ト。サブシステム

教育活動管理サブシステム

教癬 勲サポー トヴ ブシステ・

教育開発サポー ト。サブシステ ム

教育活動分析評価サ ブシステ ム

一29-一



教育計画

サポー ト 解
第13図

EIS

フ ロ 八 一

教 授活動

サポー ト

EISプ ロパーの機能構成

教育開発i

サ ポー ト

教育活動

分析評価

これ らサブシステ ムは第14図 に示 す ように関連 し、計画一 実施 一 評価のサイクルを

サポ ー トする。

l

l

l

－

一

ー

|

」

教育計画

サポー ト。サ フシスァム

教育活動

管理サブシステム

教授活動

サ ポ ー ト 。サ ブ シス テ ム

分析評価

サ ブシステ ム

i教 育 開 発

1サ ポ ー ト 。サ ブ シ ス テ ム

第14図EISプ ロパ ー の モ デ ル
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2.22.EISサ ポ ー ト

直接教育活動 をサポー トす るものでな く、EISそ の ものをサポー トす るシステムであ り、

大別 して次の3つ の ものが ある。

oEISコ モ ン

oEISデ ー タ 。ベース ・マネ ジメン ト

・oEISユ テ ィ リティ

(1)EISコ モ ン

教育活動の過程で共 通に使用 される機能を集約 した もの。

(2)EISデ ー タ 。ペース 。マネジメン ト

EISが もつデー タ ・ベースの管理 を行ない各機能モ ジュールか らのデータ 。ベース

お よび端末の アクセス をサー ビスす る。

(3)EISユ テ ィ リテ ィ

EISの 設 置(イ ンス トール)お よび保守(メ ンテナンス)を 行 な う。

一一31一



EIS

コ モ ン

問合わ司

1統計処理

EIS

サ ポ ー ト

EIS

デ ータ 。べrス 。

マネジメント

け 一夕・べ ・スl

i管 理 者

データ。べ[ス

マネジメン ト・

ソフ トウェア

EIS

ユティリティ

E.ISSLxテ ム ・

シェ不レー シヨン

標 準 構 成

マス ター 。

メンテナン.ス

デ一夕 。べ≒ス

アクセス

吻▽

拡

一

ク

タ

ア

システ ム 。

コントロール

ラし タ 。べ←ス 。

ユテ ィリティ

第15図EISサ ポー トの機能構成
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第16図EISの 模式図
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⑤

ろEISプ ロパ ーe・ サ ブ シ ス テ ム

EISプ ロパーは直接教育システムと関連 してその機能を発揮するもので、広義の教育活動を

サポー トするサブシステムである。

EISプ ロパー ・サブシステムの構成は次の通 りである。

教 画
サ ポ ー ト

EIS

フ ロ八 一

:ジ十

計画策定 サポ ート

予算 編成サポー ト

計画管理サポー ト

資源管理サポー ト

スケ ジュール変更 サポー ト

学習者管理サポー ト

カウンセ リング 。サ ポー ト

直接教授サポー ト

一 一

教 育 開 発

サ ポ ー ト

教 育活動

分析 評価

第17図EISプ ロパーの構成
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5.1.教 育 計 画 サ ポ ニ ト ・サ ブ シ ス テ ム,ざ 一 一…:∵;ε

教育 システムにおけ る教育計画サブシス テムをサ ポー トす る、EISの サ ブシステムで あb、

主たる策 定項 目は次の通 りである。

O

O

O

O

O

年間(期 間)教 育 サー ビス供給計 画

供給計画 に基ず く予算、人員、資材計 画

新規 開発モ ジュー ルの決定

システム 。アクテ ィビテ ィのスケ ジュール

資源 手配

本計画 プロセスにより策定された諸計画値は、教育活動管理サブシスプ ムにおいて管理され

るものとなり、また、随時システムの状態を把握する時の計価基準 となるものである。

冶

■

'

ノ

3.1.1.計 画 と計画の実施お よび管理

本 システ ムにおい て計画 とは、 目標 と、そ の目標 を達成す るための予算 を策定す るこ とで

ある。 目標 とは外部環境の ニーズに合致すべ き、 教育サー ビスの種類 とその実施回数 お よび

教育すべ き学習 者の数 である。

計画 一{教 育サ… の願 酬 数 学習繊 予算}

計画は、一定の単位期間(1年 か半年)vatsけ るもので、設定された単位期間中のシステム

の行動方針の最も基礎となるものである。

計画は実施のためにい くつかのアクティビティに分解され、さらに詳細作業、お よび必要

資源順 開された後に実施、管理される… 釦 三

計 画

ア ク テ ィ

詳 細 作 業

4

第18図 計画の展開
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(1)ア クテ ィビテ ィとは

計画は単に外的環境に合致 すべ く、教育 シス テムが供給すづ き教育サー ビス の質 と量 と

を設定 したもので ある。 したがって、現在のシステ ムが、現有の資源で実施可能な ものば

かりとは限らない・そこで凄 育システ・としぽ 叫 べき紳 遂行行為担 体的畷 定

レ 実施することが必要となる;ア クテ・ビデ・と噸 ㌣ ・として実施すべ き計画

遂行行為のことであり凄 能 動シ巧 ムにお暗 い く恒 の作業(オ ペレーシ ョン)に

よって構成される ものである。具体的には、大別 して教 育開発アクテ ィビティと教授活動 .

アクティ ビテ ィのふたっに分け られる。

(a)教 育開発アクテ ィビティ

oモ ジュール開発

o教 材、教具開発

o教 育技法開発

(b)教 授 活動 アクテ ィビティ

oコ ース実施

oコ ース実施に要する諸準備

一カ ウンセ リング

ー カ リキュラム編成

一学習 者管理

(2)コ ー ス とは'-・.'・1

との試案 においては、教育サー ビスの実施方式 として、 カリキュラムめ動的編成 に よる、

学習者の ニーズに基ずい たサー ビス体制を中心に している。 しか し、 実際のサー ビス実施

の時点お よび教 授方法については、費用安 どの点か ら、ある程度、学習者を一群 と してま

とめざるを得 ない。コース とは、 ひとつあるいはふたつ以上 のモジュールを実施す る単位

であ り、学習 者側か ら見れば カリキュラムを構成す るモ ジュールであるが、教 育システ ム

側か ら見ればサー ビスを実施するコース と考え る。

一37._・



学 習 者 A

・
B CD E

㎡ 」''

○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○

○'○ ,

コ ー ス1

コ ー ス2

コ ー ス3

コ ー ス4

●

第19図 コー ス と は

3.L2.計 画 ファイルのデー タ 。レコー ド

計画策定作業 に より、決定 された計画は、教育活動管理において参照されるべ く、 ファイル

に記録され る。計画 レコー ドのデー タ構造は次の ようなものである。

Q

－38・ ・一
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〇

三

|

アクティビテ ィ 。

セグメン ト

アクティビティ

実 績
作業セグ メン ト

完 了 報 告

使 用 資 源

セグメン ト

ー ス

出 席 者 名

第20図 計 画 レコー ドのデー タ構造

'8

'

前述 の計画 レコー ドは、計画 作業、管理作業お よび各活動の間で必要 なデー タを共有 し、

同一 のデー タに基ず く処理 を実現す るための もので ある。 したがって、 計画i7ア イルは各

サ ブ 。システムの中央 に総合 ファイルと して存在 し、計画の実行 お よび管理 。評価のすべ て

の システ ム ・タスクが共通 してアクセスで きるもので ある。

計画 レコー ドを構成する各 セグ メン トは、段階的 に作成され、すべてのセグメ ン トが作成

された時 点で計画 一 実施一 管理 一 評価 のサイクルが完了す る ようになってい る。

一一39一



/一☆ ＼

)

/
'

実 績

フ ェ ー ズ6

作 業 資.源

完 了 報 告 調 達 量 ,

フ ェ ー ズ4

者

ス

席

一コ

出

,/
'

ノご

フ ェ ー ズ7

第21図 計 画 レ コ'一 ドの 時 間 的 展 開
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フェーズ1初 期計画設定 段階

外部の環境か ら要望 され る教 育サー ビス の実施 に関す る計画を演繹的に設定する。

フェーズ2「'ア クティ ビテ ィ設定段階t,t

フ ェーズ1に おいて設定 された計画値を実現す るために教育システム として実施 すべ

きアクテ ィビティに分解す る。アクテ ィビティは大 きぐ、教授活動 と教育開発に分け ら

れ、実施に関す るス ケジュールを受ける 。 一 …"・

フェーズ3作 業お よび資源設定段階

フェーズ2に おいて設定 され たアクテ ィビテ ィを実施す る上 で必要 な詳細作業 と必要

な資源を決定す る。 ・一目.パ,

フ ェーズ4資 源割当k・よび調整段階1r.c、 …ゴ

フェーズ3で 求 め られた必要 資源 に対 してシステムが保有する実存の資源 を割 当てる

段階であ り、実施ス ケジュールの点か ら競合す る資源が ある場合、 あるいはスケジュール

に合わせて割当を行な った結果、不足を来たす資源については調整 お よび、調達手配 を

計画す るものである。

フェーズ5ア クテ ィビテ ィ実施段階

教授活動アクティ ビティの実施時に、 コースへの申込状況、学 習者受入れ可否の判断

のためのデー タを追加す る。

(開 発アクテ ィビティに関 しては、その実施中にデー タが追加され る ζとはない)

フ ェーズ6ア クテ ィビテ ィ実績集計段階

各アクテ ィ ビテ ィの実施完了後、そのアクテ ィビティの実績を集計 し、後 の実績評価

の資料 とす る。

(1)計 画 セグメン ト

コース別の目標 と予算 を もった セグ メン トであり、・計画策定過程の第1フ ェーズで作成

され るセグメン トである。

セグメン トの内容 としては次の ようなデー タ項 目を もつ。 、

0

0

0

0

0

コース識別子

コース区分

コース名称

コース実施回数予定

教育人数予定

一41一



oコ ー ス実施方式

oコ ース.実施に要す る予算t'tl"t

本 コースが新規の開発対象 のモ ジュールである場合 は、そ の旨コース区分に表示される。

(2)ア クテ ィビテ ィ 。セグメ ント ・

アクテ ィビティとは教育活動の ことであり、教育開発アクテ ィビティと、教授活動

アクテ ィビテ ィのふたつ に分けることができる。 このセグ メン トが教育開発セグメン トで

ある場合 は、教育 開発作業 の計画 を示す もの となり、 また、教授活動 セグメントで ある場

合 は、教育サー ビスの実施計 画を示す もの となる。 セグ メン トの内容として もつべ き項 目

は次 の ようなものである。

(a)教 育開発 アク ティビテ ィeセ グ メント

O

O

O

O

O

O

O

アクテ ィ ビティ 。タイプ9コ ー ド

アクティ ビテ ィ識別子

開発モ ジュール識別子

開発期限(納 期)

期 間

開発に要する予算

開発担 当者

㈲ 教授活動アクティ ビテ ィ 。セグメン ト

0

0

0

0

0

0

0

アクテ ィビテ ィ。タイプ 。コー ド

アクティビティ識別子

コース識別子

コース実施 日時

コース実施場所(教 室NO)

コー ス実施予算

コー ス出席人数

とのセグ メン トは、 コース実施の各々について、 ひとつひ とつのセグメントが作成 さ

れ る。

コース出席人数は、 当初、 ブランクで あるが後 日のス ケジュー リングにより記入され

る もので ある。

アクティビテ ィ 。タイプ 。コー ドとは、ア クティ ビデ ィの種類を示す ものであ り、作

一42-一
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ゐ.

業お よび資源 に展開する とき、標準作業構成お よび標準資源構成マス ター を検策する

キー となる。

(3)作 業 セグメン ト

上位 セグ メン トであるア クティ ビテ ィ 。セグ メン トで示され るアクテ ィ ビティを遂行す

るために必要 どな る詳細作業を記述 したセグメン トである。 このセグメン トは、計画の作

業展開時において作成され るセグメ ン トであ り、次 のようなデータ項 目か ら構成 され る。

本 セグ メン トは作業ひ とつ に対 してひとつが作成され る。

0

0

O

O

O

0

作業識別子

作業名称

作業内容

作業に要する人員

作業担当者名

作業遂行に要する資源の識別子

作業セグメン トは後の作業指示、あるいは進捗管理等において参照されるものとなる。

'

,、
/
!

ノ

/ア ク テ ィ ビテ ィ
/セ グ メ ン ト

/

＼

＼

、

、

|

[三 ヨ,

、

1
・巳」
＼

{一 ＼

!

ノ
ノ

、

1
、]〉

!
作 業 指 示 → 作 業 指 示 情 報

資源 手 配 情 報

一
'

進 捗 管 理 作 業 完 了 報 告

異 常 値 警 報

第22図 作業セグメン トの果す役割
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(4)使 用資源セグ メン ト,...

上 位 に あるアクティ ビテ ィ ・セグ メントで示 されるアクティ ビティを遂行す るうえで必

要な資源について記述す る もので、作業展開 と同様に、資源展開 されて作成され るセグメント

で ある。 ただ し、必要 とすゐ資源 を単に記述 した「必要量 」と、実際に システムが保有す

る資源と対応 して資源割 当てを行 なった結果 としての 「資源情 報 」とは明確に区別 され る

べ きであり、本セ グメン トには両者の情報が保有される。

直

登 源 展 開
ア ク テ イ ビ テ イ

セ グ メ ン

使 用 資 源

(割 当 て済 み)

S
資 源

プアイル

第23図 資源展開と資源割当の関係
危

したがって使用資源 セグメ ントのデータ項 目は次 の ようになる。

0

0

0

0

0

0

資源識別子

資源名称

要求量

要求日時

割当量

割当不足量

一・-44-一
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資源割当て時、資源の不足 あるいは競合を招来 した場合、次 の.ように 調整する。,

不 足 を来た した場合は、調達量 セグメン トを作成 し調達計画 の資料 とす る。

競合を来 たして新 らた な調達 では解決 し得ない場合、 たとえば同一時点で異 なる

アクティ ビティが同一 の資源 を予約 した場合は異常が表示され調整作業が要求される。

(5)コ ー ス出席者名セグメン トttl・.

このセグメン トはアクテ ィビテ ィが教育活動 アクーテ ィ・ゼテ ィ、 つま リコース実施の

アクテ ィビテ ィである場 合、 その予定されたアクテ ィビティに参加す る学習者の氏名 等の

情報を保有す るものである。本 セグメン トは計画 サブシス・テムにおいては作成されない も

ので、後述の教 授活動サ ブシステムにおいて、学習者招集計画モ ジュ[ル で作成される

セグメン トであ る。 この セグ メン トを計画 セグメン,トの下位 に従属させた理由は、計画 さ

れた教育アクテ ィビティに対 し、その後 の教授活動サ ポー トのご 連のオベ レ「 シ戸ンを

一元化することができるか らである。本セグメン トのデー タ項 目は次の通 りで ある。

o学 習者識別子

o学 習者氏名'

o出 席 日数

ただ し学習者の属性等 に関す る情報は別途、学習者 ファ イルに登録 されてい る。

本 セグメン トは、教授活動 として学習申込オペ レー シ ョンを実施するための もので、学習

者の管理 を目的 とする ものではない。

ア ク テ ィ ビ テ ィ

セ グ メ ン ト

＼
コース 出席 著 名

セ グ メ ン ト
学 習者招集計画

'

学 習 音 別
'カ リキ

ュ ラム

出 欠 席 報 告

第24図 コース出席者名セグメン トの作成
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⑥ 完 了報告 セグ メン ト

実施した作業の完 了時 に進捗管理モ ジュールに よって作成されるセグ メントであ り、各

作業の実施に関す る実績 デー タを もつ もので ある

o作 業 コー ド

o作 業 担当者

o作 業 完了 日時

⑦ アクテ ィビテ ィ実績セグメン ト

計画 されたアクテ ィビティの実施 に関 しての実績デー タを保有 するセグ メン トである。

このセグ メン トは教育活動管理サ ブシステ ムの実績集計モ ジュールに より作成され る もの

で計画に対応 した実績値 か ら構成される。

このセグメン トは分析評 価サブ システムで参照されるもの となる。

データ項 目は次の通 り

(a)ア クティ ビテ ィが教授活動 である場合

0

0

0

0

アクティビティ識別子

コース識別子

コース実施 日

実 績

一予定 日時 との差異

一出席した人数

一資源使用実績

一実施担 当者名

(b)ア クテ ィビテ ィが教 育開発 である場合

0

0

0

0

0

0

アクティビティ識別子

開発モジュール識別子

完成 日時

実動人員(延 べ)

作業参加者名

作業に要 した資源/使 用量

一46-一
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。。。 計画サ ポー,.テ ブ システ 。の機能 構成

,/
スケジ』一 リング。

1パラメヂ

不撃》 墾笹
)鞠

計 画 策定

計画データ ← 一ーーー一一 予算 記入

↓

ア瘍 百.遍 ＼＼ 、
展 開 パラメー・■

↓『

,'

)
ス微 診 た 作 業

資 源

一1

資 源

アイル

ー

資 源 割 当

一 →

=
已・≠一

割当異常

一一"一'

i

ψ ＼'

調整 ⇔ 調

辱)一 一 一 予算集計一→ 緬 謁

調 達 計 画

第25図 計 画 サ ポ ー ト 。サ ブ シ ス テ ム の 機 能 構 成 図
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(1)計 画決定 のアプ ロー チ

教育 システムの ようにその達成 目標が客観的 に記述で きない{生路 をもつ場合、

アル ゴ リズミックな手 順により最適案 を選択するこ とがで きない。そ こで教育計画 におけ

る決定 アプローチは、決定 者 と情報 システ ムと透 間における相互作用(Interaction)

を基 礎 としたヒュー リステ ィックなもの とす る必要が ある。つま り計画 。決定の主体 は

あ くまで も計画 。決定担 当者で あb、EI昼 は その業務 を側面か らサポー トす るものであ

る。 したが って計画 。決定の プロセスは第芝6図 の通 りの ように展開され るもの となる。

●

.

,

外 部 現 況

か ら の 要 請 ご

内 部 状 況

(実 績)の 把握

晶
/叫

整 ←

接 「

計 画 仮 説

1

〉

計 画 仮 説

のシュミレーション

昏、

匂

計 画 案

第26図 計画決定 プロセス
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(2)計 画案策定 フェーズと計画案評価 フェーズ

教育計画サポー ト。サブシステムは計画案策定フェーズと計画案の評価フェーズとから

構成される。

(i)計 画案策定フェーズ

教育 システムを取囲む周囲現況か らの要請、.あるいは教育サービスの市場を調査した

結果に基ずき計画仮説を設定する場合 と、教育システムの過去一定期間の実績を分析し

た結果に基ずき改善的に計画仮説を設定する場合 とがある。

いずれの場合 も、教育システムが持つ資源的制約とは独立に設定される。

㈹ 計画案評価フェーズ

計画案策定 フェーズで立案された計画案は本フェーズにおいて、費用、人員、日程等

が計算され、各計画毎に所要資源の一覧表が作成される。

この一覧表を基に最終的決定を計画担当者に行わしめるものとする。

翻
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〉 計 画 仮 説 設 定 く一一ー 一 一'予 測結 果/実 績

'
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ヨ

デ

シ

モ

‥

画

ユ
、
、
、

計

シ
← 一 二ー二二=丁=㍉

/

一丁下 司

最 適 案 決 定_一

＼

計 画 セ グ メ ン ト

1<==>i

目的/制 約 条 件
/一

計 画 フ ァ イ ル

第27図 最適案の決定
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句

3.1.4.計 画 策 定 サ ポ ー ト

.(1)計 画 セ グ メ ン トの 作 成

oStep1 過去の実績デー タに対する問合わせ

← 問合わせ条件

端 末 機 器

〔 実績分析結果回 答

第28図 計 画策定サポー トに よるStep1

一51-一
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oStep2 計画仮設の設定および計画モデルの作成

実績分析結果

(
コ ス ト

諸 元

Z.7つ ル

〉 計画仮説 設定

仮 説

一 乙 一

/計 画モデル作成/

[
v

→
PS－

コ ス ト 算 出

↓
ほ

← 〈 パ ラ メ ー タ
__,__,__一 一

↓

↓

計 画

結果参照
代替案選択

L
端末機器

(注)本 ス テ ップは シス テムに よっては省略す るこ とがで きる。

第29図 同 上Step2
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oStep3 計 画 ファイルの作成

6
.

6

ー
口

'

＼
'
/

トンメグセ画計

計 画

プアイル

●

第30図 同 上Step3
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(2)ア ク テ ィ ビテ ィ 展 開 モ ジ ュ ー ル

↓
、

/

、

!/二
〆/

/繭

＼

＼

　 　 へ
「ン 、 、

＼

＼

計 画セグメン トい

'

＼/
!

CC－

計 画 セ グ メ ン ト表 示 、
/

開発 アクティビティ 。

セグ メン ト作成

i"一

/

計 画

プ ア イル

開発アクテク ィ… 提

ε

'

'

計 画

プア イル

V

教 授 活 動

セ グ メ ン ト作 成

教 授 アクティビティ。データ投入

/

/、

/

!1'一 一 、 、

/'こ

・
緬 セグ,.ゴ ＼

プ ル ー フ 。 リス ト

端 末 機 器

/

ー

1

、

＼

アζ瓢]/
'
/

＼/

、 〆
、 一'

u"

●

第31図 ア クティ ビテ ィの展開
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.

(3)作 業 。資源展 開モジュール

準
集
成

テス

模
作

構

マ

計 画

プアイル

↓ 、

ー

、
、

、
、

フ ー 、 、
、

計画 セグメント

、

作 業 展 開

(作業セグメント作成)

、

1

,

1玄夏麺 ↓1
ノ

、

計 画

プアイル

も /

/
/

資 源展 開

(資源セグメント作成)

。〉 。.,斗

it.一一_/〔

/1計 画∀ …1
/

1アクティビテイ

セ

¶

.

.…

」
一画＼

＼

、

d==一',

1資 源!

、

'

/

/

/

計 画

プアイル

//
、

ノ'

!「

1/
'

/

/チ エ 。 ク

'

プ

修

↓

正 ～
修 正 情 報

端 末 機 器

フつレーフ。リスト

i__/

第32図 作 業tsよ び資源の展開
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(i)標 準作業 マス ター ・.・・ ∴ ・…,

ア クティビテ ィを実施する上で必要な作業構成を登録 した ファイルで ある。作業構成

はアクテ、イ.ビテ ィ 。タイプ別になっセおり、計画 ファイルのアクティビティ。セグメント

中のアクテ ィ ビティ 。タイ.プ。コ一下に より検索される。

オ

・

}アクティピテ,.タ イプ

1作 業
コ ー ド

標準作 業マス ター

/

アクティビティ

タイプ。コード

已
＼/
、 、__,'〆

第33図 標 準作業 マス ター

ア ク テ ィ ビ テ ィ 。 タ イ プ

アクティ ビティの種類を示す もので、同一種類の作 業構成を もつ ものは同一 タイプの

アクティ ビテ ィと呼ぶ。た とえば、 コース実施 とい うアクテ ィビティは、 コースの実施

回数分だけ予定 されるが、『すべて'「コース実施 」とい うタイブセζ属するアクティ ビティ

である。また コースの内容が異 なって も「コース実施 」アクティ ビティ.はすべて同 じ

アクテ ィビティ 。タイプに属す る、もので ある。

標 準作業 マス ターの メンテナンスはEISサ ポー ト。サ ブシステ ムの標 準マス ター 。

メンテナンス 。モ ジュールで行 な う。

(ω 標準 資源構成 マス ター

アクティビテ ィに必要 な資源を示ず もので、詳細 な資源は作 業展開された作業か ら求

め られるもので ある。 したが って、標準資源構成 マス ターは、作業 コー ド別に使用資源

を構造 づけた ものである。
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標準資源構成マスター

第34図 標 準資源構成 マス ター

(4)ア クテ ィビティ 。ス ケジュー リング/資 源割当モジ=一 ル

計画されたアクティビテ ィをシステムが保有す る資源に基ずいて、実施す る順序を決定

す る。

■
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パ ラメ一 夕ー
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資 源

ファイル

)
＼

1
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'
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＼

＼

＼

＼

割 当 異 常

ノ
資源割当および調整 く→ 調整パラメーター

'

〆

/
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〆
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＼

＼

、
、

計 画

プ ア イ ル

＼ 、

＼、

く
、

百 調 達 計 画 調達計画セグメント

、
一「F

～
/運

第35図 資源割 当モジュールの機能
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(Dス ケ ジュール ・ファイル

ス ケジュールお よび資源割当を終えた計画 ファイルか ら、,アクティビティ。セグメン ト

だけを日程順 に取 り出 したインバーデ ッド。ファイルである。本 ファイルは作業 ・
'♪
,

デ ィスパ ッチ ング等の管理サ ブシステ ムの システム動作起動 をかける情報 となる。

ll

占 蓮声調1
「

1

|

1
「二====r＼ !

μ1 ・i≒ 」」

]」」
」

－

Pトー⊥-r
!

一

・

1一
†]ア ・テ・ひ ・

アクテ ィビティ_
一

一 一～
計 画 プ ア イ ル ス ケ ジ ュ ー ・ル 。 フ ァ イ ル

第36図 計画 ファイル とスケ ジ=一 ル 。ファイル

ス ケ ジュール 。フ ァイルの中のセグメン トは計画 ファイル中の該当アクティビテ ィ 。

セ グメン トに対す るポインターをもつセグメン トである。

'ア クティ ビァ

1ア・テ・⇒ 一 ボ,.,一

ス ケジュール'・ファイルのセグメントの デー タ項 目は次の通 り

oア クテ ィビテ ィ識別子

oア クテ ィビティ実施 日時

oポ イン ター

(‖)資 源割当の結果調達の必要が ある場合

同一の資源を使用するアクテ・ビテ・閲 して}欧 資源の願 を予糺 てゆくと・未

使用残 がゼ ロとな り、資源使用予約め不可能なアクティビティが発生する こともある。
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その ようなアクティ ビテ ィをまとめて、全アクテ ィ ビティで不足す る量 を調達する必要

が ある。き こで不足量は調達量 として調達量 セグ メン トを発生 させ、計画 レコー ドの

.セ グメントとして結びつけてお く必要が ある。

調達量 セグ メン トは調達計画 を うけて調達 セグメン トとして資源 レコー ドに追加される。

(a)調 達量 セグ メン ト

oア クテ ィビティ識別子"tttttt

o資 源識別子

◎ 不 足 量

(b)調 達計画 セグメン ト

言艦 栖 は・いつ資源の発注を指示する硅 示すセグメントであり・次のような

データ項 目か ら構成される。'二 ㌻ ∵

o調 達指示発行 日付

o発 注 量

o納 期

o受 入日付

⑩ 調達計画

資源調達は資源に よっては教材印刷のように納入までの リー ド・タイムが長いものも

あるので、予めどの時点で資源手配を発行するか計画 しておく必要がある。
ノ 　ノ ざ

へ

/・/、[遠"＼//一 ・＼、

1-1

|資 源

'

、

、 調 達 量1
'

＼

＼ 調 達 量1
、'

計画プアイル

第37図ttts計 画の機能
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qv)資 源 ファイルの レコー ド"い

資源の在 庫量 な どの属性と、アクテ ィビテ ィ⑳使 用予定、か よぴ 、代替の割 当可能資

源等のセグ メン トか ら構成 される。

●

ヒ
公

」
l

V

}調 達 計 画一

資 源 属{4

使用ア・テ・⇒ 一
μ
已 芦 源[

第38図 資源 レコー ドの構成

(a)資 源

♂

0

0

0

0

0

0

教 室 一

教 具(ス ライ ド、OHP、VTR等)

教 材(テ キス ト、配布資料、テス ト問題等)

CAI端 末

インス トラクター

学習モ ジュール

ω 資源属性 セグメン ト

次の よ うなデー タ項 目か ら構成され る。

O

O

O

O

O

O

O

O

O

資源識別子

資源名称

資源購入あるいは導入年月

購入価格あるいは作成コス ト

現 在 量

使用予約還

来使用量

購入先

保管物所
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(c)使 用 アクテ ィビティ 。セグメン ト

上位の資源を使用す るアクティ ビティを記述す る。内容は次の通 り。

O

O

O

O

O

アクテ ィ ビティ識別子

ア クテ ィビテ ィ 。タイプ

所 要 量

所用 日時 および時間帯

使用す る作業 コー ド

このセグメン トは割当時に作成 される もので割 当時、使用を予約 したものについ て

のみ、 このセグメ ン トが作成 され、同時に資源属性 セグメ ントの使用予約量 と、未使

用量が更新される。

⑱ 代替資源 セグメン ト

割当時、割当不能 になったものについて、代替 の資源が ある場合、その資源 を示す

ものである。

唖]

已一

十
.「轟'

、̂

●

'

セグメン トの内容は次の通 り。

o資 源属性識男好

Oポ イン ター
Ot
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`

3.1.5.予 算 編成サポー ト

予算集計モ ジュールに よって構成 される。

計 画

プアイル

計 画

プアイル

第39図 予算編成サポー トの機能

予算集計は最終的な計画レコー ドを構成する各セグメントを順次アクセスして必要項 目に

分類 して集計することにより求め られる。求められた予算額は計画セグメント中に記入 して

おく。

5.2.教 育 活 動 管 理 サ ブ シ ス テ ム

教育活動管理サ ブシステ ムは、計画された種 々のアクティビテ ィの実施の指示 と、そ の進捗

を管理 し、同時に システムが もつ資源の使用について管理 を行 な うものである。 したが って次

の ようなモ ジュー ルか ら構成され る。

o計 画管理サポー ト

。作業 ディスパ ッチング 。モ ジュール

。進捗管理モ ジュール

o資 源管理サポー ト

・資源調達指示モ ジュール

ー63一



。在庫管理モ ジュール

。資源 メンテナンろ 。理 ジュール

oス ケジュール変更サポー ト

●

3.2.1.計 画 管理サポー ト

計画 された諸 アクティビテ ィをスケ ジュールに従って とり出 し、作業指示 と作業 に必要な

資 源の供給 を指示す る。

指示された作業は完了時の報告に よって、 その進行 をチ ェックされ る。

作業指示 お よび資源供給指示は作業ディス パッチ ング 。モジェールが行 ない、進行 チェック

は進捗 管理モ ジ=一 ルが行な う。1

ど ち らのモ ジュール も、 スケジュール 。デー タ と、計画デー タを参照 して処理を行ない、進

捗管理モ ジュールでは、各作業の完了報告に より、完了報告 セグメン トを発生させ、計 画

ファイルの作業セグメン トの下位に従属させ る。

それ ら作業別の完了報告 セグメン トは実績集計サ ブシステ ムにおいて、後 日、 アクティビティ

実績 セグメン トが作成され、計画 ファイルの各 アクテ ィビティ 。セグメン トの下位 に従属さ

せ られ る。

'

G
∨
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δ

'

スケ九 一ル。

フ ァ イ ル

計 画

ファイル

作業 ディスパ ッチング
モ シ ュ ー ル

ψ

(資 源供給指示)

(作 業 指 示)

作 業

参

吉
進捗管理 モジュール

計 画

スクrみ一 ル。

プ ア イル

フ ア イ

第40図 計 画管理サポー トの機能
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3.2.2.資 源 管理サ ポー ト

調 達を計画 され た資源の調達指示お よび資源の受払 と在庫管理、さらに修理等 を要 する資

源の メンテナンスを管理する。

(1)調 達指示 モジュール

このモ ジュールの機能 は第41図 に示す通 りで ある。

⑥

、

'

源

フ ァ イ ル

↓

ー

ー

ψ

苦報

在庫管理モ ジュー

資 源

プアイル

報 告 ρ
、

◆

第41図 資源管理サポー トの機能
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w

(2)資 源メンテナンス 。モジュール

教材および教具の不足 。故障あるいは教授者の病気等による障害が発生した場合、その

資源に割当られたアクティビティの実施をチェックし、代替資源セグメントがあればその

手配を行ない、もし代替資源がない場合はその資源名とその資源を予約したアクティビティ

をすべて表示 し、スケジュール変更等の資料とする。

また代替資源のある場合は、その資源の障害が回復するまでの間、すべて代替資源を使

用するように資源セグメントを凍結 し、また資源の障害が回復 した時点で凍結を解除する。

資 源 メ ン テ ナ ン ス 。

モ ジ ュ ー ル

<≒ 一 一一一一 方向障害通知

回復通知

一一一一一一》 方向スケジュール変更情報

第42図 資源 メンテナンス 。モ ジュールの機 能

へび
ゾ

●
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資一 源

ぐ

障害発生通知

代替 資源の チェック

代替資源 あり

代替資㌫ 当

障害壷 知

当 該 資 源 の

凍 結 解 除

資 源

プアイル

第43図

〔_】 期間〕

代替資源なし

す べ て の 関 係

アクティビティの表示

関連 アクティビティ

ス ケジュール変更通知

緬 ンテナンス.モ ジ　 ルに1る 処理
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3.2.3.ス ケ ジュー ル変更 サ ポー ト

ス ケジュールの変更は資源の割 当を行 なった後である場合、資源 の競合等の制約を受け る。

したがって、変更 したいアクティ ビティの新 しい実施時点を探すのには、何回かの試行錯誤

を必要 とす る。 この試行 錯誤 は計画担 当者が直接端末機器 とインタラクティブに実施で きる

ようにす る方法 をとる。

資 源

プアイル

スケ治→レ。

プアイル

)

計 画

プアイル

)

q∈i> スケ ジュール変更 一 端 末 機 器

)
1

第44図 ス ケジュール変更 サポー トの機能

5

,
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プアイル

逗璽

資 源 競 合
チ ク

競合なし

指定 日付 に

スゲゐ一ル変更

計 画

ファイル

競合あり

〇
+
ー
へ

競合資源の表示 競 合 資 源

関連アクティビティ

関連アクティビティ

の使用資源表示

使 用 資源一 覧

志

第45図 ス ケジュール変更サポー トに よる処理 色

.

ろ.る。 教 授 活 動 サ ポ ー ト ・サ ブ シス テ ム

教授活動 とは学 習者に対 して働 きかけ る活動で あり、 単に学習者に対 して講義を行 なう直接

教授活動だけ でな く、学習 者の招集、学習者の受入 れ、 カ ウンセ リング等 の間接的活動 も含む

もので ある。

したがって、本 サブ シス テムは次 のよ うな機能か ら構成 される。

0学 習者管理サポー ト

oカ ウンセ リング ・サポー ト

o直 接教授活動サボー ト
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本サブシステムの各機能は学習者の情報を蓄積した学習者ファイルを中心に実行される。

学 習 者

フ ァ イ ル

教 授 活 動

第46図 教授活動の流れ図
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3.3.1.学 習 者ファイルのレコー ド

個 々の学習者について、一般属性、教育歴、職歴、学習計画、OJT計 画 等の情報を一元

管理す るもので、 すべての 教授活動が参照するファイルである。

学習者一般属性

計 OJT計 画

OJT進 捗状況

'

第47図 学 習 ファイルのレ コー ド構成

(1)学 習 者一般属性 セグメ ン ト

学習者の もつ特性、 資質 な どの一般属性 を保有す るセグ メン トであ り、 カウンセ リング、

あるいは カ リキrラ ム編成時に参照される。

0

0

0

0

0

0

0

0

0

学習者識別子

学習者区分
べ

氏'名

生年月日

入社年月日'

学 歴(最 終学歴)'

専攻分野

知能指数

所有する技能

等

、
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(2)学 習計画 セグメン ト

学習者が学習する計画を保有するセグメン トであり、 必要な らばこのセグメン トの下位

に詳細な計画 セグ メン トを もつ ことがで きる。つま りこのセグメン トでは学習者が長期的

に どの ような学習 を展開すべ きかを示 し、個 々の実 行単位は詳細学習計画、つま リ

カ リキュ ラムとして、別セグメン トに記述 される。

デー タ項 目は次の通 り:

o学 習計画識別子

o学 習 者識別子

o学 習著名

o受 け るべ き救育 コー ド

o実 施年 月日

o受 け るべ き教育 コー ド

o実 施年月 日

(3)カ リキュラム 。セグメン ト

ひ とつの教 育の中で学習者が学習すべ き内容(学 習モ ジュール)と そめ順序を示す

カリキュラムを記述 したセグメン トで ある。本 システ ムではカ リキュラムは学習者お よび

学 習者が所属する社会組織か らのニーズに合わせて個人別に編成されるものである。

データ項 目は次の通 り

'

O

O

O

学習計画識別子

学習著名

カリキュラム識別子

・学習すべきモジュール識別子

o〃

o〃

o〃

(4)学 習 履歴 セグメン ト

学習計画 に従った教育 を実行 した結果を記述 した セグ メン トであり、 カ リキュラムに対

応 して作成 される。このセ グメン トは主 として学習結果 としての成績等か ら構成される。
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0

0

0

学習履歴識別子

カリキュラム識別子

学習者名

学習結果

。学習した学習モジュール識別子

「
。成 績

し。期間(年 月 日～年月日)

ー

ー

r▲
11
ー

〃

〃

〃

－
G

'

(5)職 務歴セグ メン ト

企 業等の組織に学習者が所 属す る場 合、そ の組織内で どの ような職務 についた ことがあ

るか を履歴 として記述す るためのセグ メン トであり、 カウンセ リングなどで参照され る。

O

O

O

O

O

O

学習者識別子

職務コー ド

着任年月日

離任年月日

企 業 名

所 属 名

(6)OJT計 画 セグメン ト

企業内教育な どに拾いては、教育機 関にX・け る教育のほか、OJT(On;TheJob

Training)の 果 たす役割 も大 きい。本 セグメン トはOJTの 計 画につい て記述 したセグ

メン トである。

oOJT計 画識 房1}子・

O学 習者識別子

o.OJT計 画

、
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●学習 者に課すべ きタスク

● 〃

o〃

ρ

本 セグメン トは カウンセ リング時に学 習計画セグメン トと同時に作成され る。

(7)OJT進 捗 状況セグメン ト

OJT計 画 の進行 に関す る情報を記述 したセグメン トで あり、進捗状況は、学習者本人、

あるいは所属上長、 または カウンセラーな どか ら随時 システムに送 られた ものを、

本セグ メン トとして学習 者ファイルに保持 し、OJT管 理機能で参照するもの となる。

oOJT計 画 識別子

o学 習者名

oOJT進 捗 状況

。期間(年 月日～年 月 日)

・従事 した業務

。果 した タス ク

'

3.3.2.教 授 活動サ ポー ト・サブシステ ムに よる処理

(1)学 習 者管理サ ポー ト

教育 システムの対 象 となる学習者の招集受入れ等に関す る業務 を行 な う。

(i)学 習 者招集計画

学習 者は教育 システムが保有す るその学習者の学習計画 に沿って招集され る。

学習者の招集は、実施す る教育活動アクティビテ ィの実施時点 と同期させ る必要がある。

そ のため計画 されている教育活 動アクテ ィビティ(コ ース実施)に 、その コースへ出席

させ るべ き学習 者を割 当てなが ら招集ス ケジュール を立 てる必要がある。 したが って、

招集計画 は各学習者につい て学 習計 画、お よびカ リキュラム 。セグ メン トが作成 されな

ければな らない。計画 ファイルの出席者セグ メン トもこの時点で作成され る。

㈹ 学習者招集

学習 者招集ス ケジュールに従 って、招集通知 を作成す る。
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㈹ 学習者受入

招 集通知を受領 した学 習者が出席 申込 を返 して来た とき、.計画 ファイルの当該

アクテ ィビテ ィの出席予定 者(出 席 者セグ メン ト)に その旨表示す る。同時に コース別

の出席者名簿 を作成する。

帖 学習結果管理

コース終了後、学習者の学習結果 を学習 ファイルの当該学習 者レコー ドへ学 習履歴

セグメ ントと して登録 してお く。

(2)カ ウ ンセリング ・サポー ト

前述1.2.5.で 述 べた ように教育 をニーズに合致させるために、学習者の資質、

要望 レディネス、(既 形成能力)、 あるいは学 習者の生活す る組織か らの要望、学 習者の

地位、業務、職能、将来 の予定な どを総 合的 に判断 して、 どの よ うな教育を受け るぺきか

を決定する。 この決定 は教育 システ ムにおいて中心的 な役割 を果 たす人的機能、カウンセラー

に よって行なわれ る。 ・

本 サブシステムは側面か らカウンセ ラー業務をサポー トするものである。

一人 の学 習者に対 して カウンセ ラーは次の ような業務 を実行す る。

o学 習 計画/OJT計 画 の設定

oカ リキュ ラムの編成

00JTの 管理

(3)直 接 教授 サポー ト

本 システムに鉛ける教授過程は次の ように考えることがで きる。

'も

、

'

学習者レディネス

の 把 握

レッスン。フフン
ー

の 策 定
、

つ まり、本来教授過程にはカ リキュ ラム編成、.・教材、教具 の選定等が含まれる と考え ら

れるが、本 システ ムにおいては教授者 とは別 なカウンセ ラーがそ の役割 を果 している。

したがって本サブ システムでサポー トの対 象 とな登のはレッス ン 。プ ラン策定で ある と考

えて よい。
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'

レッス ン ・プ ラン策定

レッス ン 。プラン策定 の主たる機能は教授者の人的機能に よって行なわれ る。但 し、

レッス ン 。プラン策定には学習者のレデ ィネス(既 形成能力)が 把握 されている必要が あ

る。本サ ブシステ ムでは このレディ・ネス把握 を学習者 ファ4ル の検索表示に よってサポート

す る。

第48図 教 授活動サポー ト。サブシステムの機能 模式図 ・

1

兀

企 業 ・

ニ ー ズ

学 習 者 ニ ー ズ .
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・学 習 者 カ リキ
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＼

計 画

プアイル

〕 ・

招 集

スケジュール

)
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5.4.教 育 活 動 分 析 評 価 サ ブ シ ス テ ム

計画 サポー ト。サブシステ ムで設定された教育活動の諸計画値 と実績値との差異 を分析評価

す る。本サ ブシステムは大 別 して次の ようなモ ジュールか ら構成 され る。

o実 績集計モ ジュLル

o実 績分析モ ジュール

(1)実 績集計モ ジ=一 ル

計 画 ファイル 。レコー ドのアクティビテ ィ実績セグメン トを作成するモ ジュールで、各

アクテ ィビテ ィの完了時に、作業毎 に作成 され ている完了報告 セグメン トを集計 して作成す

/る 。

実 績 集 計

アクティビティ実績 セグメント作成

なおアクティ ビテ ィ実績 セグメン トは単位期間(年 または半年)の 終了時に、 計画セグメ

ン トと結合 さね 時系列データとして別途 プアイル され る。

1
/
/
/

/

/

匡

＼

/

＼

/

ー

ー

、

、 アクティビティ実績

、

0イテ

ト

ビ

ン

ィ
メ

テ
グ

ク

セ

ア

、

、

アクテ ィビティ アクティ ビティ

実績 セグ メン ト 実績 セグメン ト
ノ

～、,/

統 計 用 時 系 列 レ コ ー ド

第49図 計 画 レコー ドよb時 系列 レコー ドへの展開
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② 実績分析 モジュール

実績 セグメン トお よび計 画セグ メン トか ら計画/実 績の対比、 あるい は統計 レポー トを作

成するモ ジュールである。

本モ ジュールはEISサ ポ ー トの統計処理 サブシステ ムを用いる。

なお、教 育開発サポー ト。サブシステムに関 しては、教育開発なる分野が広汎 にわた り、

その手法 もレベル も多岐多様 にわたるので、そのサポー トのあり方 も一様には定 義 し難い。

この作業においては単にひ とつのBlackBoxと して残 してtoき 、 今後 の調査、研究、開

発にま ちたい。

亀
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4EISサ ポ一一 ト ・サ ブ シ ス テ ム

EISサ ポー トはEISが そ の本来の機能を充分に発揮 できる ような支援機能、あるいは

EIS自 体 を運用す る上で必要 な保全性、拡張性 を持 たせるための機能の集合 であり、直接教育

活動 をサポー トする ものではない。

EISサ ポー トを構成する各機 能は次の ような基準に より選択されてい る。 .

(1)EISプ ロパーの各サブシステムにおいて重複する もの。

(2)EISプ ロパーの各サ ブシステムの設計段階では充分 な設 計ができない もの。

(3)EISプ ロパー とは、機能的に無関係な もの。

EISサ ポ ー トは、大 き くふたつの部分か ら構成され る。ひ とつはEISコ モ ンと呼ばれる も

のであり、 もうひ とつはEISユ テ ィ リティと呼ばれ るものである。

G
.

■
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口

統計 処理

デ ー タ 。ベ ース

管 理 者

デ ー タ 。ペー ス 。

マネジメント。ソフト

ウェア

EISシ ス テ ム 。

ジェネ レー シ ョン
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4.1."EI・Sデ ー タ.ペ ース.マ ネジメン.ト.サ ブシズテム(DBMS)9119

本 サ ブシステ ムは、教育 システム(ES)を サポー トす るために多種多様 なデー タを蓄積 。

保有 し、・:デー ξを必要 〉}る プログラムからのアクセス をサポー トす るもので ある☆

本DBMSの 構 成要素は大別 して2つ に分け られる。

oデ ー タ 。ベース管理者

oデ ー タ ・ベース 。マネジメン ト。ソフ トウェア

(1)デ ー タ ・ベース管理者 ・tt:"ll

デー タ 。ベースの作 成、運 用、維持 に関する責任 をもつ人的機能 であ り、"E,1'sの ・:7テム

拡張 性、 パフォー マンスに関す る責任 を負 う。 『 一㍉

主たるデー タ 。ペ ース管理 者の業務は次の ものである。

(i)デ ー タ 。ペースの設計

(‖)デ ー タ 。ベースの定義

㈹ デー タ 。ベースの作成

働 デー タ 。ベース利用方式 の規定

⑩ 機密保持方式 の規定 い"

⑩ デー タ 。ベースお・よびシステムのパ フォーマンス管理"

鳥9デ ー タ 。ベース構造 の メンテナンス

(2)デ ー タ 。ベース 。マネジ メン ト。ソフ トウェア

デー タ 。ペース を管理、維持 する上で必要なプログラム 。システムセあり、'次の ような

モジュー ルか ら構成 され る。l

oデ ー タ 。ベース 。ア クセス

0タ ー ミナル 。アクセス't

oシ ス テ ム ・コン トロール

oデ ー タ 。ベース 。Lテ ィリティ

(a)デ ー タ 。ベース ・アクセス''''"

デー タ 。ベー スの アクセスを実行 する機能 であり、各種業務 プログ ラム(通 常の

プログ ラム言語 に よる)か らのアクセス要求 とEISコ モ ン中の問合わせサボLト 。モジュール

か らのアクセス要求 に対ず るサー ビスを行な うものである。

EISデ ー タ ・ペースの特性か ら、 この機能に要求される ものは次の ような もので ある。

(i)デ ー タをセグメン ト単位 で管理 できる こと
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(iDセ グ メン ト:の構造に対す るア クセスが容易であ ること、お よび構造 のメン テ:ナンスが

容 易にできる こと

㈹ 各種 プログラム言語に対 する共通の インタフェース をもつ もので あること

㈹ デー タの変更、 蓄積構造 の変更 とプログラムとの独立性 を もつ ものである こと

M物 理的な蓄積構造 として、最 も適 した ものを得 られる よう、各種の蓄積構造が可能で

ある こと

(b)タ ー ミナル 。アクセス

各種問合わせ、お よび トランザクシ ョンの投入は端末 よリオ ンラインで行 なわれる。

多 くのオンライン 。メ ッセー ジは デー タ 。ペース中のデータと関係 を もつ もの である こと

か らデー タ ・ベース 。マネジメン トの機 能 として組むべ きものである。本機能が実行すべ

き役 割は次の ものである。

O

O

O

O

O

O

通信制御

メ ッセー ジ編成

メッセー ジ 。キュー イング

メッセー ジに対応 するプ ログラムのスケ ジュー リング

各種 コマン ドの処理

シス テム ・ロギング

EISの 特性か ら要求 され る事 項は次の ものである。

(i)端 末 が用途別 に多種類の ものが想定され るので、 端末 の物 理的特性 とは独立 に端末

ア クセスが可 能な ものであること。 二

(ii)メ ッセージの トラフィックは特に高い ものではないが、 インタラクティブな使用が 多

いので会話型 の処 理が可能 であること。,、 、、ー

ピ ㌧ 、1"k

(・).シ ス テム ・コン ト・一竺

デー タ 。ベース 。マネ ジメン ト 。ソフ トウェアの中核をなす もので計算 機のオペ レーテ

ィング.シ ステムとのインタフェースを果す部分で ある。

(d)デ ー タ。ペース ・ユティ リティ

デ一 夕?ペ ースお よび システムの定義、維持 を行な うためのツールであり、主 として

デー タ 。ベース管理用の もので ある。大別 して次の2種 類がある。

o定 義 ユテ ィ リティ

o維 持 ユティ リティ

一86一
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(i)定 義 ユティ リティは次の用途 を もつ ものである。

oデ ー タ 。ペースの定 義(デ ー タ ・ベース ・デ ィレク トリイの作成)

　 コ ン'
O・ ア ー'タ 。ベース 。アクセス方式の定義

0』 機密保 持ルールの定義

o'DBMSの 定 義

(ii)維 持 ユティ リテ ィは次の用途を もつ ものである。

標準作業

構 成

(

標準資源
構 成
－

O

O

O

O

デー タ 。ベースの構造 メンテナンス

デー タ 。ベースの再編成

デー タ ・ペースの障害回復

パ フォーマンス統計

計 画

プアイル

'スクジ己
一ル ・

プ ア イ ル

EISデ ー タ 。ペ ー ス

招 集

スケ古 一ル 。

プ ア イ ル

デ タ 。 ベ ー ス 。 マ ネ ジ メ ン'ト 。 シ ス テ ム

EISプ ロ パ ー ・・

モ シ ニL－ ル EIS

サ ポー ト・モ ジュー ル

第51図EISデ ー タ ・ベースの構成
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4.2.EISコ モ ン

EISコ モ ンは、EI、Sプ ロパーの各サ ブシス柔ムに共通な機能を集約 した ものであ り、 こ

の集約は システ ム機能 の重複投資を回避するため と、個々のサブシステムの設計 段階では充分な

設計要件が確定できず、各サ ブシステ ムの要件が確定 した後に初 めて設計可能 となるようなも

のについて、サブ シス テムとは独立 して設計 を可能 ならしめ・るためで ある。

EISコ モ ンは次の ようなサ ブシステ ムか ら構成される。

o問 合 わせ処理サブシステム

0統 計処理サ ブシステA

(1)問 合 わせ処理サ ブシステ ム

EISプ ロパーの業務 を遂行す る上 で、計画担当者、 カウンセ ラー、業務担 当者等 と

システ ムとの間ぞ会 話型処理に よる インタラクシ ョンが 必要 となる。本 モジュー ルは業務上

必要 な商合 わせ処理を端末 を通 して行 な うための もので、データ・ベース・マネジメン1・ ソフトウェア

と連動する ものであ る。

、

、

'

(

データ・

ペース

)

デー タ 。

ペー ス

ア ク セス

ターミナル。

1三

ア ク セス
ー.一.

.
4/,

問合 わせ 処理

サ ブ シス テ ム

ご'端 末 機 器∈ ∋ 『

..∴:∵ て:一 二...

デ ータ。ベース 。マネの ント。ソフトウェア

第52図 問 合わせ 処理サブシステ ムの機能

したがって このシステ ムの構成要素 は次の もの となる

tto;.DBMSイ ン タフェース'

tt:0問 合 わせ言語l

o検 索/デ ー タ処理機能

この シスデ㌫に冗,ISφ 特 性 から要求 され る事項 は次の もので ある。

q)1榊 訓 縦 行始 〆 ても使用できる簡易/高 榊 な語 である・と

(ii)単 な るデータ 。ベースの検索だけでなく、検索結果を ある程度処理で きるものであるこ

と。

⑩ イン タラクテ ィブな処理を可能にするための コ.マン ドを もつ もので あること
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ω 必要疏 じて、_ザ.プ 。グ,ム、あ。随EIS,⇔ 磁 諦 糎 は ジ∴ ル
t
-・/:

,、,1}

を ロー ドで きるものであること

(2)統 計処理サブシステム

各種の統計処理を行 な うための処理㌔ ジュールの集合であ り、業務 プログ ラム、 あるいは

問合わせ処理 サブ シス テムか ら組込み使用ができる ものであ る。

'

業i務 プ ロ グ ラ ム

問合わせ処理サブシステム

'・統 計 処 理 サ ブ シ ス テ ム

G'
第53図'統 計処理サブシステムの機能

● どの ような統計処理 モジュー ルを用意するかは システム実行 者の指定事項 であるが、必要

に応 じて開発 した ものを逐次、 システ ムの中に登録で きるものである。
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4.5.EISユ テ イ リテ イ

EISユ ティ リテ ィは、EISを 維持、運用する上で必要 なる附帯的 な機能 を担当す る

サブシステ ムか ら構成 されてい る
.ば、1.・]、1.

oEISシ ス テム 。ジェネ レー シ ョン 。サブ システム ..

o標 準構成 マス ター 。メンテ ナンス 。サブ システム

(1)EISシ ス テム 。ジェネ レー シ ョン 。サブシステム

EISは そ の設計思想の中心にモジュラー 。ア プローチ を採 用 している。つまり、EIS

の提 案 に基ずい てシステムを実際に実行(イ ンプ リメン ト)す る際 に、そのES(教 育 シス

テム)の もっ個別な特殊性 あるいは システ ム毎に異 なる属性値(デ ータ量、 トラフィック

量)に 対 して、充分 な適用性 あるいは最適規模を達成で きることをね らっている。 そこで、

システ ム実行者が対象 とするESの 特性を調査 し明 らかに した後、最 も適 したEISを ジ ェ

ネレー トで きるよ うな 自由度を 提供するために、EISの 各 サブシステムのモ ジュール とE

ISシ ス テ ムの ジェネtZ-一 夕 ーを用意 する必要 がある。

も

、

'

EIS

モ シュール

:《・∵'

EIS

第54図EISシ ス テ ム 。 ジ ェ ネv－ シ ョン 。サ ブ シ ス テ ム の 機 能
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(2標 準構成 マスター ・メンテ ナンス ・サ ブシステ ム

EISデ ー タ。ベースを構成する標準作業構成マス ター、お よび標 準資源構成 マス ター に

ついて、その内容を修正、変更ずるための もので ある。 これ らのマス ターは計画サポー ト。

すブシステムにおい てアクテ ィビティの作業展開、お よび資源展開を行力 う上 で必要 な

諸元 マス ターで あり、 この内容は絶えず正 し く更新されてい る必要が ある。また変更、 修正

時に、そ の変更、修正が他 に どの よ うな影響 を与えるか を調べなが ら行 な う必要が ある。

このサブシステムは、その ような修正、変 更過程をインタ ラクテ ィブに進めるための もので

ある。

以上、教育情報 システ ムに関す る概念設計(ConceptualDesign)を 試 みてみた

が、対象 となる教 育そ のものが広汎かつ深遠 なる領域を有 しているだけに
、 この試みが どの

程度この問題に対 してシステ ム 。アプローチで きたか、今後の研究にまつ所が大 きい。ただ

いえる ことは、企業における経営情報 システ ム(MIS:Manageme
ntInformation

System)が 叫 ばれてか ら久 しく・多 くの議論を巻 き起 こしなが ら
、種 々の手法が提起 さ

れ、最近漸 くそのシステム設計に具体的成案がみ られるに至
ったよ うに、 この情報 システム

に関する システ ム設 計 も将来に対す るひ とつの問題提起 であ り
、解決に向 うひとつの試案で

ある。 この問題提起が将来 多 くの議論や提案を呼ぶ源泉にな るな らば幸い左 ことで ある
。

G

●
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1.教 育の費用 。効果分析についての考え方

1.1.教 育 の 経 済 的 価 値d'

教 育の価値 について論ず るこ とは本来教 育学 の領域に属する問題 であるが、教 育は、文化的

価値、社会的価値、政治的価値等多面的な価値 を有 しており、教育本来 の目的 にてら してみれ

ば 、教育の経済 的価値は副次的 な産物 で しかないか も知れない。

しか し、教育が経済発展 に果 した役割は無視 できない ものが ある。経済成長の諸要因 を分析

してみる と、生産要 素としての資本 と労働 の単 なる量的増大だけでは説明され得ガい大 きな部

分が残 され ている。'^;・:・ ・1・'t't't':'

この 「残された大 きな部 分 」は、従来の経済 成長理論 においては技術革新の部 分 ど して扱 わ

れ てきた ものであるが、これが何 によって促進 された ものであるかにつ いでは宋だ充分 な経済

学的分析が加え られていない。 しか し、これ までの研究に よb、 これは、zk本c労 助 とい う生

産要 素の質 的向上 に負 うところが大 きく、また 、その質的向上 に対 しぞは、・研究開発 とな らん

で教育が大 きな役割を果 している ことが明 らかに なってきている。ノ㌦ ∴ 『㌧".・ ㍉

この ように、教育は生産要 素 としての労働の質 を向上 させ、その生産性1を高 める志 とにより

経済成 長 を促進 させ るとい う価値 を有 している。"パ ニ・"㍉'・.・ ゾ

1.2.教 育 の 投 資 的 性 格 ・"三 一「・'一

教育 の経 済的価値 につ いてさ らに分析 してみると、次の三つの側面が見 出され る。

現在の消費ぺの効果 ・lr'・ ・

A.消 費 的 価 値{

将 来の消費への効果

B・ 生 産 的 価 値{将 来の生産能力への効果

このうち、教育は、将来の消費および将来の生産能力に影響を与えるという面で投資的性格

を有 している。

まず、将来の消費については、教育の成果は消費生活に必要な基礎的能力を形成 し、将来の

消費欲求を充足させるという効果を有 しており、次に将来の生産能力については、教育の成果

は生産要素 としての労働の質的向上 を通 じて将来の生産能力を増大させる効果 を有 している。

教育の経済価値 に関する以上の三つの側面はついて、それぞれがどの程度の大きさの もので

あるかは明 らかでないが、教育の成果がすべて直接的に消費になってしまうのであれば、教育
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の増加 は経 済成敗 漬:ん らの寄与 をずると1ごろ玉液 硲は妻 であるポ .二;三.1

した がって、教育の経済的価値は、それが生産能力への投資 として、将来の生産を増大させ

る面において最 も特徴的に見出される。t・t'い

な お、教 育ぺの投資 は、物 的資本 投資め場 合 と同様 に、累積 して人的資本ス トック を形成 し、

長期にわた6て 生産 力効果 を有 する もので ある。 ・tt'・

4,

、

1.'3.教 育 の 費 用;:tt効 果 分 析 の 意 義ttt'・

教 育へ の投資が、人的資本ス トックを形成 し、'ぞ孔が重要 な経済 的価値 を有 す るとしても、

教 育への投資が大 きければ大 きいほ どよい とい うこ とにはな らない。教育の実施には、それ相

応の資源の投下が必要であり、資源の効率的畦券1あ濯楳を図る観点から、教育についてもその

効率性の達成が要求される。

教育への資源配分の適正化と教育の効率化を図るためには、教育に要する費用 とその効果を

把握 し、費用 との関係で効果の評価を行な う教育投資の費用 。効果分析を行なう必要が ある。

これは具体的には、国家財猷 治ける財政支出配分、企業経営における投資配分、・家計にお

ける家計支出配分等において教育投資への配分を決定する上で考慮すべき重要な問題である。

なk、 わが国経済の現状においては、従来の経済成長促進指向か ら国民福祉6向 上指向へと

重点が移行 しつつあり、 この意味で教育の効果を単に経済的パフォーマンスまたは効率性の側

面からのみ論ずることは妥当ではないカC労 働力不足の深刻化により労働の質的向上が強 く要請

されること、また、わが国経済の長期発展の観点から産業構造の知識集約化が不可欠 とされて

いること等から・教育に よる入間能力の開発・向上を効果的 に実施することが従来にもまして

重要な課題 となって きてい る。

8
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2.教 育に関す る従来の経済分析

■

れ

教育に関する経済分析については、以下に示すように、教育の経済成長に及ぼす効果および教

育の個人所得造出効果を中心にい くつかの研究が行なわれてぎている。

しかし、教育については、その費用についての統計資料が不充分であり、また、その効果 につ

いては、教育の目標が固定的でなく効果が不確定であるため、計量的把握がきわめて困難である

こと、そして、効果を費用 との関連で評価する手法 も確立していないこと等のために必ず レも充

分な成果 を収めてはいない。 ・ 一

以下、これまでに行なわれてきた教育に関す る経済分析を概観 してみるごととする。

2.1.マ ク ロ的 分 析

(1)観 察 法に よる分析'.1

教 育 投資なら し教育 資本ス トックの推計値 を国民所得 や国富 と対置 し、教育の経済成長へ

の寄与 を類推する。

e

●

〔参考資料1〕

50年 間 の発 展

・A

1905 1955
1

1

P:人 口
'

4,662万 8,928万(1;1)
、.'Lの 労 働 力

人 口 2,558万 ぴ924万('i53)

℃ 国 富 13.6兆 円 48.7兆 円C358)

E総 教 育 資 本 α63兆 円
'

&5跳 円(
.1q40)

Y国 民 所 得 －L-4.8兆 円. 8.14兆 円(551)

Y/L 57.8千 円 20ス5千 円(359)
'

C/L 5きL5千 円 1,240.4千 円(233)

E/L `24
.7千 円 16170・ 千円(676)

高等教育修了者 100千 人. 2,355毛 人(2235)

中等教育修了者 300千 人 20,000『Fン 人、(6667)

金額はすべて1955年 価 格

〔。
。コ内の拓 は 、9。5年 基準の指数〕

(出 所)産 業計画会議 「教育投資と経済発展 」

資 料242号

一97'一 一



〔参考資料2〕 日本経済の成長に対する教育投資の寄与

A教 育投資の時系　1比較(単 位:1億 円)・

.年 度 就 学 コ ス ト 教 育 経 費 教育投資合計

昭 和10年

昭 和29年

昭 和34年

53

2,175

2,720

5.4

3,150

4,650

10.7

5,325

7,370

(備 考)こ こにいう就学コス トとは、機会費用を指す。

B国 民所得に対す る教育投資の比率(%)

年 度 国民所得に占める教

育投資の比率

民間投資形成に対する

教育投資の大 きさ

昭 和10年

昭 和29年

昭 和34年

7.4

8.9

7.7

41.0

42.8

25.2

C実 質国民所得と実質教育投資

年 度 実質教育投資 実質設備投 資 実質国民所得

昭 和10年

昭 和29年

昭 和34年

100

154

205

100

142

363

100

128

199.

(備 考)教 育投資は、実質国民所得算出のための総合致でデフレートしてある。

(出 所)金 森久雄 「経済成長と教育投資 」

(経 済月報1961年8月 号)

==98≡

●

、

ひ
)



●

:

(2)生 産関数に よる分析

晴

コブ ・ダグラス型生産関数 を応用 して、経済成長に対す る教育投資の寄与率を計測する。

〔参考資料 〕
,

(1)E・ デ ニ ソン(米)の 計測に よれ ば、1929年 か ら57年 ま でのア メ:リカの実

質国民所得の成長の23%、1人 当り実質国民所得成長の42%が 教育投資によるもの

とされている♂'TheSourceofEconomicGrowthintheUn一

itidStates
、、

②H・ コリア(米)に よれば、アメ リカの1909年 か ら49年 の 間の私的非農業

のGNP増 加 の うち31%が 労 働 と資本の投入、5.3%が 労 働の教育増、4.4%が

健康 の増進に よる労働能力の改善 、残 りの59.3%が その他の技術進歩に よるもの

と さ れ て い る 。"Th二eEconomieofHumanResources 公

(3)教 育投資の収益率 とそのGNPに 対す る寄与率の分析

教育資本ス トックの推計か ら教育純投資額を求め、これに収益率をかけて教育投資による

国民所得の増分をもとめる。

1
シュルツ(米)は 、教育投資について、9%、11%、17 .3%の3つ の収益 率を用

いて、教 育ス トックの増分が もた らした所得 を推計 し、国民所得の増分の うち説明の

つかない部分が、それ に よbど れだけ説明がで きるかを示 している。"TheEco--

nomicVa五uesofEducation 公

'(4)歴 史的
、発展段階論的分析

教育水準 とGNPと の相関関係の国際比較を行なう。

●

F・ 八 一ゼ ンソン、C.A.マ イ・sv-一ズ の研究に よれば、就学率 、公教育費/国 民所

得比率、教 師数、 エンジニア ・科学者数、その他 の教育水準を示す諸 指標 を加味 した

人 的資源開発複合指数 と各国 のGNP水 準 とはかな りはっきりした相 関関係 を示 して

い る。
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2・2・ ミ ク ロ 的 分 析i・ バ t－入:ぷ ・.、1∵ ・

ミクロ的分析としては、教育の個人所得造出効果分析 を中心匝照零蛮行蕉2～熟て埼る・

G.ぺ ・"一 一の試算 によれば・米国の都会の男子 についての"但 ク7㌘ 彗 琳 学

教育の収益率は・ ・940年 には ・2・・%・ .1950年Vaは10%螺 誘 鱈 ・

U・d・ ・i・y・S・tm・ ・tmC・11・g・Edu ,c夕ti・n

わが邸 ついては八谷鉱 郎氏の高繊 育についての畷 割 鎮 夢 み ∫教育

鰐 の収益率 」

61

Ji

●
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5.企 業 教 育 に 関 す る 費 用 。効 果 分 析 ・ ・、二 t、.:

以上、従来の教育に関する経済分析を概観 してみたが、 ミクロ分析の一つ として¢)企業教育に

ついては、あまり手がつけ られていない。以下、企業教育を中心に教育に関する費用 ・効果分析

の考え方およびその手法について考察を加えてみることとする。

,

5.1.企 業 教 育 の 必 要性 とそ の内 容.、

労働力不足の深刻化、国際化の進展、技術の急速 な進歩、情報化の進展、環境問題の重大化、

入間性の回復および勤労内容の改善に対する社会的要請等わが国企業をとりまく内外の環境は

大 きく変化 し、かつきび しいものとなってきている。

従来においては、わが国企業は豊富低廉でかつ学歴中心主義的な社会選抜システ ムに支えら

れた良質な労働力の供給にめぐまれ、これを与件 として、外国からの導入技術を消化 しも雄大

な設備投資に精力をそそぐことにより欧米先進諸国とのギャップを埋める過程をた.どっ苦きた。

この過程においては、物的資本面についても人的資本面についても研究開発や教育訓練投資

を行なうことに企業が 自らの手でその質的向上を図る必要性はさほど大きくなかっ牟b、、

しか し、上記のように企業環境が大きく変化しかつ きび しいものとなってぎた金日に華ρて

は、物的資本面については自主技術開発のための研究開発投資の必要性が高まるとともに、人

的資本への投資の問題を企業自らが真剣に取り上げていかなければならなくなってきている。

企業が人的資本投資を考える場合、人的資本については、量的側面と質的側面がある。量的

側面は労働者数や労働時間にかかわるものであり、質的側面は、労働力の,(1)先天的素質

㈹健康状態 ⑩知識 ・技能水準等にかかわるものである。このうち⑩¢)知識c技 能水準につい

ては、その質的水準の相違によ9、(a)一般教養的知識あるいは基礎的技術 と、(b)高度の専門的

知識あるいは応用技術とに区分できる。 .,'

教育は、上記の人的資本の質的側面のうち、知識 ・技術水準への投資・と、レての性格をもつも

のである。従来のわが国の企業教育は、O.J・T.(OntheJlob、m芙aエning)を 中

心に新入社員訓練、作業員の技能訓練、現場監督訓練等の定型的な教賓訓練に望点がおかれて

きたが、今日においては技術革新の進展により、特定の技能労働者聖事務労働は、画一化又は

単純化され る傾向があること、および産業構造の知識集約化の要請に伴なって高度の知識労働

の重要性が増大 しつつあることなどに より、より広範かつ高度な教育訓練が必要 となってきて

いる。
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5.2.企 業教 育 の 費 用∵・,効果 分 析 の 意義 お よび 問題 点 点1

教育の費用 ・効果分析の意義については、既に第1章 で扱ったところであるが・企業が上記

のような教育の必要性 を認識 し、企業教育を本格的に実施するに当っては・その効果がどの程

度のものであるか、またそれに要す る費用 との関連においてどの程度の収益をもたらすもので

あるか、さ らには、教育を効率的に実施するためにはどうすべきか等の点が明 らかにされる必

要がある。

企業教育についての費用 ・効果分析を行な う意義をいくつかの側面か ら検討してみると、次

のように整理することができよう。

(D企 業教育の収益性を明らかにし、企業が物的資本投資と人的資本投資への投資配分の決

定を行な うに当っての目途を与える。

(ω 各種の教育投資のうち最 も効率的 な種類の投資を見出すのに役立つ。

⑩ 個々の教育の実施に当って、最 も効率的な教育手法を見出すのに役立つ。

㈲ さらには、従業員の採用に当っての学歴別構成の決定、又は企業の各部門間への学歴別

配置の決定にも役立つ。

以上のように、企業教育においても、費用 ・効果分析は重要な意義 を有 しているが、実際に

費用 ・効果分析を行なうに当っては・以下のような困難な問題点がある。

(1)ま ず、費用については、教育費用の区分経理が行なわれていない場合には・費用の計量

的把握が困難であり、とくに従来企業教育の重要な部分 を占めているO・J・T・ につい

ては費用の把握がほとんど不可能であること。

ω また、教育は投資として資本ストックを形成 し、長期的な効果 を生ずるが、教育資本ス

トックの計測方法が確立 していないこと。

(li)教 育の効果 については、教育の種類により、とくに、重要性を増している創造的な教育

については、効果の計測が容易でないこと。

(V)効 果 を費用 と関連づけて把握するような手法が確立されてk－らず、また、教育を受 ける

者の基礎的な能力の相違、自己学習の程度の相違等の条件が介在することにより、一定の

費用 を投下しても、必ず しも同一の効果が得 られるとは限 らないこと。

とくに、今後の企業教育の中心的な課題になると思われる高度な知識労働者の教育について

は、その効果の評価が難かしく、また、単 に計測可能な経済的パフォーマンスに限定 してその

効果 を評価することが妥当であるか否かとい う問題点もある。
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5;5.企 業教 育 の費 用 ・効 果 分析 の 方 法

企業教育の費用 ・効果分析については、以上で述べたように・重要な意義が見出されるにも

かかわらず困難な問題点が多 く、実用的な費用 ・効果分析の方法を見出す ことは難かしいが、

以下、具体的な分析方法について若干検討を加えてみることどする。

(1)企 業教育の費用

企業教育の費用としては、下記のように教育に関 して直接必要な費用と機会費用 とがあ

る・

〔直 接 費 用 〕

A人 件費(教 育訓練担当者、専任講師、教育部門事務職員の給与、手当、賞与等k－

よび部内外の講師謝金等)

B施 設、設備の維持管理費

(建 物、機械設備等の減価償却費、レンタル費、管理費、備品購入費等)

C教 材費

D部 外教育訓練委託費または参加費

〔機 会 費 用 〕

被教育∂1練者が労働に充 てるべき時間 を致育訓練に費すことにより失なわれた稼得。

(2)企 業教育の効果

企業教育の効果は、以下に示すような総合的効果 と個別的効果 とに分類 して考える必要

がある。

〔総 合 的 効 果 〕

企業が行なう各種の教育投資の総合的効果であり、これは当該企業全体としての労働生

産性の上昇効果 として把握される性格の ものである。

〔個 別 的 効 果 〕

技能水準の向上、事務能率の向上、労働災害の減少、問題解決能力の育成、創造力の育

成、協調性の向上等企業の個別¢試査目的に沿った効果 であり、その効果は計数的に把握

し難い場合が多い。

(3)費 用 ・◆効果分析の手法

企業教育の費用 ・効果分析の手法については、これまでに確立された手法は見出されて

いないが、今後の研究の手がかりとしては、次のような ものが考え られる。
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〔総 合 的 効 果 に係 わ る費 用 ・効 果 分 析 〕,、.、 ,.、 、

(i)生 産 関 係 に ょ る分 析.

X-・(K…H)Wた'dri-・(毛,皇) 一巳 ぷ1-,

X=付 加価値額K=物 的 資本ス トック'"ぶ 主 日.t、

H=教 育 資本ス トックL=労 働 力 ㌧ ξ纏ぶ

告 労働の躰 銚 率 モ ー労働 縮 錨 率,.・.,,謬

また、教 育資本ス トックの推計方法のひ とつ として、次のよ うな方法が あるこ とを附記

してお こう。' .1

H・-H。+』(・ ・ 一 ・ ・)・. tt
i==1

Ht==t期 の教育資本存在量、Ei==各 期の教育支出、Fi=各 類の減耗分

(ii)多変量解析法による費用 ・効果分析

付加価値額を被説明変数とし、業種、有形固定資産額、労働者数、教育訓練投資額、

学歴構成、性別、年令別構成等を説明変数とし、数量化理論を適用 して分析を行なう

方法 も考えられる。

〔個別的効果に係わる費用 。効果分析 〕

(i)本 来的な意味での費用 ・効果分析を行な うためには、効果 をその教育訓練が生み出

した付加価値の増分又は経費の節減 として金銭的に計測する必要があるが、個別的な

教育訓練については、他の条件が大きく影響するため、このような分析を行な うこと

は極めて困難である。

(ii)こ のため、個別的な教育の費用 。効果分析については、その収益性を測定するとい

うよりもむしろ教育訓練の実施方法について、最 も効率的 な手法を見出す上で有用な

ものと考えられる。.一 ・・

ω しかし、この場合においても教育の効果を何 らかの形で評価する必要がある。その

評価方法については、その成果が具体的な成果 として統計的に把握可能の場合(労 働

災害率め減少等)と 、テス トによる評価または関係者の意見、観察等によって把握す

るしかない場合(問 題解決能力の向上等)と がある。

帥 個別教育についても、その効果が何らかの形で数量化し得 る場合には、収益率の測

定は困難であっても、回帰分析、多変量解析法等により費用 ・効果分析を行なうこと

は可能と考えられる。
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4.教 育 の費用負担の あ り方

方

や

`

4.1.教 育 の費 用 負担 につ いて の基 本 的 考 え方 ・

教育の費用負担の問題は・その教育の目的が何であつて・その効果がどこに帰属するかとい

う観点から考察する必要がある。

教育の効果の帰属の態様は、教育の種類により大 きく異なるものである。例えば、学校教育

はついては、初等教育から高等教育に移るにつれて、教育の効果の帰属先は、
.国家、社会から

教育を受ける個人へ とウエイトが移行 してゆくと考えられるし、また、個人の趣味、嗜好に関

する教育については、その効果 の大部分が教育を受ける個人そのものに帰属する,もの と考え ら

れ る 。

しか し、教育の費用負担の基本的原則が、教育の効果の帰属の態様に求められると、しても、

現実には、教育の効果そのものの定量的把握が困難であり、かつその効果の各帰属先への帰属

部分の測定が難か しいことから厳密な意味でこの原則を適用することは極めて困難である。

も

ρ
.

4.2.企 業 教 育 の費 用 負担 .に関す る理 論

企業教育についても、その効果の帰属の仕方は、教育の種類により異っており、その費用負

担の方法を定量的に決定することは困難であるが、G・ ベッカーは、教育の種類を「般訓練(

訓練を実施する企業 とその他の企業との別なく等しく有用であるような訓練)と 特別訓練(他 の

企業に比べ、・特定の企業にとって、より有用性のある訓練)と に分け、企業教育についての費

用負担の定式化を以下のように行なっている。

(1)一一般訓練の場合

'
MP。

MPも

G

MPt

Wt

i

Wo

C

十G…==W。 十C

訓練期間中の生産され得べかりし限界生産物

一漂 当 一訓蹴 効果

==t期 の限界生産物

==t期 の賃金

=割 引 率

=訓 練期間中の賃金

=訓 練費用(直 接費用 十 機会費用)

上記の均衡式か ら

一105一

」



(DG≧Cの 場 合'W。 ・・'==ilVIP'。'

すなわち、企業にとっての訓練の純効果 と機会費用を含めた訓練費用 とが等 しい場合

には、訓練期間中の賃金はカットされることなく全額支払われる。"∵

Gi)G〈Cの 場合W。<Mpt

この場合には訓練期間の賃金は、一定部分のカットが行なわれる。

⑩G=Oの 場合W。=MP三 一－C

この場合には、訓練期間中の賃金は、機会費用を含めた訓練費用について賃金カット

が行なわれる。すなわち教育訓練に要する全費用が訓練を受ける者の全負担となる。

(2)特 別訓練の場合

完全な特別訓練の場合を例にとると、ヤV。=MP駕 すなわち機会費用を含め全費用が事

業主の負担 となり、G≧Cす なわち訓練の純効果が機会費用を含めた全訓練費用 よりも大

きい場合にのみ訓練が実施されることとなる。

書

、

4.5.企 業 教 育 の 費 用 負担 のあ り方

以上の教育の費用負担についての基本的な考え方およびG.ベ ッカーの理論を基礎にして企

業教育について実際の費用負担のあり方を考察 してみると、企業教育の効果の帰属先としては・

(a)教 育実施企業、(b)教 育を受ける個人、(c)類 似企業、(d)そ の他一般社会の4つ が考え

られる。.》

この場合、費用負担のあり方 としては、教育実施企業に帰属する効果 とそれに用する費用と

の関係から、次のような原則が成立するもの と考えられる。 ㌧ 、,

(i)そ の致育の効果の帰属先が当該教育実施企業のみに限られている場合は、当該企業の全

メ

費用負担 ぼ

(ii)教 育実施企業以外にも、その効果が帰属する場合であって も、当該企業にと2て の効果

が費用を上回っている場合 においては、'当該企業の全費用負担'・

ω 教育実施企業以外にもその効果が帰属 し、当該企業に帰属する効果が費用 よりも小さい

場合には、その教育が実施されるためには、効果の帰属の度合 に応 じ、教育を受ける個人、

類似企業、または公共機関の費用負担が必要とされる。

以上が、企業教育の費用負担についての原則 と考えられるが、先にも述べれように・教育の

費用 ・効果および効果の帰属の態様を計量的に把握することは非常に困難であるため、現実の

企業教育の費用負担方法については
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(1)そ の教育が政策的に推進すべ遷 ものにっいて埣 政府も何 らかの形の助成を行な う。

(li)企業 と教育を受ける個人との間にあっては、企業がその教育を受けることを義務つげる

場合には、・企業が全額費用負担を行なう。

⑩ 鋪 を受ける本人の自主性峰 づ傷 合には・企業と個人ξ醐 で費用の合理的分担を

行なう。例えば企業は直接費用を負担 し、個人は機会費用を負担することなどが考え られ

る。

以上のような方法に基づいて費用負担を考えていくのが妥当であろう。.一

なお、企業教育の費用負担のあり方は、その効果が当該教育実施企業に帰属する確実性の面

において、雇用制度の相違に よって大 きく異なるものと考えられる。

例えばこれまでの日本のように、終身雇用制の下では労働力の定着性が大 きく、企業ヵ桁 な

う教育の効果は当該教育実施企業にほとんど最後まで還元される確実性が高いため、企業がす

べて自己負担で教育を行ない易い環境にあった とい うことができる。

しか し、今後においては、労働力の流動化が進むにつれて、教育実施企業への効果の還元の

確実性が減少するため、企業においては、外部から特別の技能、人材を調達 し難い部門につい

てのみ自己の費用負担で教育訓練を実施することどなり、その他については、外部の労働市場

から必要な資格 と能力を備えた人材を調達する傾向が生じてくることも考えられる。
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ごh:今 後 の 課 題 ごぐ'まと め)

企業教育頒 用 ・効果分析誕 び教醐 用の負担のtあ妨 につ厩 は・lhずれについても・今

後麟 髄 の知謙 続 に観 して鱗 が本納 磁 馴 微 行な・ていくに当り・その理論的

かつ難 的勧 析酷 の醗 と⑳ 定式イヒが繍 されるが汲 上みてきたように困難醐 題が山

積し、充分な成果がみられていない現状である。

このため、今後に触 ては、以下あよう端 点につ鞭 醐 究を勘 ていく瀕 がある・

(1>故 敵 関する締 分析の難 となる教育費用vaついで・鱗 鍵 た紺 る教訓 係費用の

区分綱 の慣翫 育成するとともに、人的資本ス1・ 宿 るい噸 韻 本スト・ク、を物縮

本スト。クと同齢 企業資産の一部として計量的に醜 し、それを表示する方法を開発して

いく必、要がある。 ‥

② また、公的機関が行な う諸種の統計調査においてぶ1`企業教育関係のデーター一を把握 し得

るよ触 書を行な。てい く必要極 る.・ 一.ぺ…・ツ

,3)さ らに、以上の・うな基袖 デ二戸6謙 砲 とともに・企業繊 育への投資配分

を考える鱈 。て、そのよ庭 ξ註 訟 よう護 用 ・蘇 分析の方法・扶 は個別の教育

計画の効舳 実施のための麺 δ鯖 接 観 出すのに微 つ ・うな醐 ・効賜 析鰍

び企業教育費用の合理的な負担方法を見出すための企業教育の効果の帰属に関す る計量的把

握方法等について、実用化のための研究が今後一層促進されることが期待される。
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